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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　金属部材と接着層と被覆樹脂層とをこの順に有するタイヤ用樹脂金属複合部材であって
、
　前記接着層が、極性官能基を有するポリエステル系熱可塑性エラストマーを含有する連
続相とスチレン系エラストマーを含有する不連続相とを有し、
　前記接着層全体に対する前記連続相の割合が６０質量％以上９３質量％以下である、
　タイヤ用樹脂金属複合部材。
【請求項２】
　前記極性官能基を有するポリエステル系熱可塑性エラストマーは、前記極性官能基とし
て、エポキシ基、カルボキシ基及びその無水物基、並びにアミノ基からなる群から選択さ
れる少なくとも一種の基を有する請求項１に記載のタイヤ用樹脂金属複合部材。
【請求項３】
　前記スチレン系エラストマーにおけるスチレン比率は１０質量％以上４５質量％以下で
ある請求項１又は請求項２に記載のタイヤ用樹脂金属複合部材。
【請求項４】
　前記スチレン系エラストマーは、スチレン－ブタジエン共重合体、スチレン－イソプレ
ン共重合体、スチレン－エチレン－ブチレン共重合体、スチレン－エチレン－プロピレン
共重合体、スチレン－イソブチレン共重合体、及びスチレン－エチレン－イソプレン共重
合体から選択される少なくとも一種を含む請求項１～請求項３のいずれか１項に記載のタ
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イヤ用樹脂金属複合部材。
【請求項５】
　前記スチレン系エラストマーは、スチレン－エチレン－ブチレン共重合体、スチレン－
エチレン－プロピレン共重合体、スチレン－イソブチレン共重合体、及びスチレン－エチ
レン－イソプレン共重合体から選択される少なくとも１種を含む請求項１～請求項３のい
ずれか１項に記載のタイヤ用樹脂金属複合部材。
【請求項６】
　前記スチレン系エラストマーは極性官能基を有する請求項１～請求項５のいずれか１項
に記載のタイヤ用樹脂金属複合部材。
【請求項７】
　前記スチレン系エラストマーは、ブロック共重合体及びランダム共重合体の少なくとも
一方を含む請求項１～請求項６のいずれか１項に記載のタイヤ用樹脂金属複合部材。
【請求項８】
　弾性材料を含む環状のタイヤ骨格体と、
　請求項１～請求項７のいずれか１項に記載のタイヤ用樹脂金属複合部材と、
　を有するタイヤ。
【請求項９】
　前記タイヤ用樹脂金属複合部材が、前記タイヤ骨格体の外周部に周方向に巻回される補
強ベルト部材を構成する請求項８に記載のタイヤ。
【請求項１０】
　前記タイヤ用樹脂金属複合部材が、ビード部材を構成する請求項８に記載のタイヤ。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、タイヤ用樹脂金属複合部材、及びタイヤに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、タイヤの耐久性（耐応力、耐内圧及び剛性）を高める試みのひとつとして、
タイヤ本体（以下、タイヤ骨格体ともいう）に、金属部材である補強コードを螺旋状に巻
回した補強ベルト部材を設けることが行なわれている。
　また、通常、タイヤにはリムへの固定の役割を担うビードが設けられており、ビードワ
イヤーとして金属製のワイヤーが用いられている。
【０００３】
　なお、こうした補強コードやビードワイヤー等の金属部材を樹脂材料で被覆することに
より、タイヤに設けられる金属部材とタイヤ骨格体との接着耐久性を向上させる方法が提
案されている。
【０００４】
　例えば、少なくとも熱可塑性樹脂材料で形成され且つ環状のタイヤ骨格体を有するタイ
ヤであって、前記タイヤ骨格体の外周部に周方向に巻回されて補強コード層を形成する補
強コード部材を有し、前記熱可塑性樹脂材料が少なくともポリエステル系熱可塑性エラス
トマーを含むタイヤが提案されている（例えば、特許文献１参照）。
【０００５】
　また、１つ以上の補強用スレッド；前記スレッド又は各スレッドを個別的に、又はいく
つかのスレッドを集団的に被覆する、ガラス転移温度がプラスである少なくとも１つの熱
可塑性ポリマー、ポリ（ｐ－フェニレンエーテル）及びガラス転移温度がマイナスである
官能基化不飽和熱可塑性スチレン（ＴＰＳ）エラストマーを含み、前記ＴＰＳエラストマ
ーがエポキシド基、カルボキシル基及び酸無水物基又はエステル基より選ばれた官能基を
持っている熱可塑性ポリマー組成物の層を含む複合補強材が提案されている（例えば、特
許文献２参照）。
【先行技術文献】
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【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１２－０４６０２５号公報
【特許文献２】国際公開第２０１２／１０４２８１号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　上記のように、補強コードやビードワイヤー等の金属部材を樹脂材料で被覆することで
、タイヤ骨格体との接着性を向上させる技術が知られているが、タイヤの耐久性向上の観
点からは、さらなる接着耐久性の向上が求められている。
　また、タイヤが走行時に湿熱環境下に置かれた場合においても、水分による耐久性低下
（例えば、金属部材の錆等に伴う耐久性低下）を起こりにくくすることも求められている
。
【０００８】
　本発明は、上記事情に鑑み、タイヤに設けられる金属部材を含む部材であって、接着耐
久性及び湿熱耐久性に優れたタイヤ用樹脂金属複合部材を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　前記課題は、以下の本発明により解決される。
＜１＞　金属部材と接着層と被覆樹脂層とをこの順に有するタイヤ用樹脂金属複合部材で
あって、前記接着層が、極性官能基を有するポリエステル系熱可塑性エラストマーを含有
する連続相とスチレン系エラストマーを含有する不連続相とを有し、前記接着層全体に対
する前記連続相の割合が６０質量％以上９３質量％以下である、タイヤ用樹脂金属複合部
材。
＜２＞　前記極性官能基を有するポリエステル系熱可塑性エラストマーは、前記極性官能
基として、エポキシ基、カルボキシ基及びその無水物基、並びにアミノ基からなる群から
選択される少なくとも一種の基を有する＜１＞に記載のタイヤ用樹脂金属複合部材。
＜３＞　前記スチレン系エラストマーにおけるスチレン比率は１０質量％以上４５質量％
以下である＜１＞又は＜２＞に記載のタイヤ用樹脂金属複合部材。
＜４＞　前記スチレン系エラストマーは、スチレン－ブタジエン共重合体、スチレン－イ
ソプレン共重合体、スチレン－エチレン－ブチレン共重合体、スチレン－エチレン－プロ
ピレン共重合体、スチレン－イソブチレン共重合体、及びスチレン－エチレン－イソプレ
ン共重合体から選択される少なくとも一種を含む＜１＞～＜３＞のいずれか１に記載のタ
イヤ用樹脂金属複合部材。
＜５＞　前記スチレン系エラストマーは、スチレン－エチレン－ブチレン共重合体、スチ
レン－エチレン－プロピレン共重合体、スチレン－イソブチレン共重合体、及びスチレン
－エチレン－イソプレン共重合体から選択される少なくとも１種を含む＜１＞～＜３＞の
いずれか１に記載のタイヤ用樹脂金属複合部材。
＜６＞　前記スチレン系エラストマーは極性官能基を有する＜１＞～＜５＞のいずれか１
に記載のタイヤ用樹脂金属複合部材。
＜７＞　前記スチレン系エラストマーは、ブロック共重合体及びランダム共重合体の少な
くとも一方を含む＜１＞～＜６＞のいずれか１に記載のタイヤ用樹脂金属複合部材。
＜８＞　弾性材料を含む環状のタイヤ骨格体と、＜１＞～＜７＞のいずれか１に記載のタ
イヤ用樹脂金属複合部材と、を有するタイヤ。
＜９＞　前記タイヤ用樹脂金属複合部材が、前記タイヤ骨格体の外周部に周方向に巻回さ
れる補強ベルト部材を構成する＜８＞に記載のタイヤ。
＜１０＞　前記タイヤ用樹脂金属複合部材が、ビード部材を構成する＜８＞に記載のタイ
ヤ。
【発明の効果】
【００１０】
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　本発明によれば、タイヤに設けられる金属部材を含む部材であって、接着耐久性及び湿
熱耐久性に優れたタイヤ用樹脂金属複合部材を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１Ａ】本発明の一実施形態に係るタイヤの一部の断面を示す斜視図である。
【図１Ｂ】リムに装着したビード部の断面図である。
【図２】第一の実施形態のタイヤのタイヤ骨格体のクラウン部に補強コード部材が埋設さ
れた状態を示すタイヤ回転軸に沿った断面図である。
【図３】補強コード部材加熱装置、およびローラ類を用いてタイヤ骨格体のクラウン部に
補強コード部材を設置する動作を説明するための説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、本発明の具体的な実施形態について詳細に説明するが、本発明は、以下の実施形
態に何ら限定されるものではなく、本発明の目的の範囲内において、適宜変更を加えて実
施することができる。
【００１３】
　本明細書において「樹脂」とは、熱可塑性樹脂、熱可塑性エラストマー、及び熱硬化性
樹脂を含む概念であり、加硫ゴムは含まない。また、以下の樹脂の説明において「同種」
とは、エステル系同士、スチレン系同士等、樹脂の主鎖を構成する骨格と共通する骨格を
備えたものを意味する。
　本明細書において「～」を用いて表される数値範囲は、「～」の前後に記載される数値
を下限値及び上限値として含む範囲を意味する。
　本明細書において「工程」との語には、独立した工程だけではなく、他の工程と明確に
区別できない場合であっても、その目的が達成されるものであれば、当該工程も本用語に
含まれる。
【００１４】
　また、本明細書において「熱可塑性樹脂」とは、温度上昇とともに材料が軟化、流動し
、冷却すると比較的硬く強度のある状態になるが、ゴム状弾性を有しない高分子化合物を
意味する。
　本明細書において「熱可塑性エラストマー」とは、ハードセグメント及びソフトセグメ
ントを有する共重合体を意味する。熱可塑性エラストマーとして具体的には、例えば、結
晶性で融点の高いハードセグメント又は高い凝集力のハードセグメントを構成するポリマ
ーと、非晶性でガラス転移温度の低いソフトセグメントを構成するポリマーと、を有する
共重合体が挙げられる。また、熱可塑性エラストマーとしては、例えば、温度上昇ととも
に材料が軟化、流動し、冷却すると比較的硬く強度のある状態になり、かつ、ゴム状弾性
を有するものが挙げられる。
　なお、上記ハードセグメントは、例えば、主骨格に芳香族基若しくは脂環式基等の剛直
な基を有する構造、又は分子間水素結合若しくはπ－π相互作用による分子間パッキング
を可能にする構造等のセグメントが挙げられる。また、ソフトセグメントは、例えば、主
鎖に長鎖の基（例えば長鎖のアルキレン基等）を有し、分子回転の自由度が高く、伸縮性
を有する構造のセグメントが挙げられる。
【００１５】
＜タイヤ用樹脂金属複合部材＞
　本発明のタイヤ用樹脂金属複合部材（以下単に「樹脂金属複合部材」とも称す）は、金
属部材と、接着層と、被覆樹脂層と、をこの順に有する。そして、接着層が、極性官能基
を有するポリエステル系熱可塑性エラストマーを含有する連続相とスチレン系エラストマ
ーを含有する不連続相とを有し、接着層全体に対する前記連続相の割合が６０質量％以上
９３質量％以下である。
【００１６】
　上記のように、タイヤ骨格体の外周部に巻回して設けられる補強ベルト部材の補強コー
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ドや、タイヤのリムへの固定の役割を担うビードにおけるビードワイヤー等として、金属
部材が用いられている。なお、通常のタイヤ骨格体はゴムや樹脂等の弾性材料で構成され
ているが、上記のようにタイヤに設けられる金属部材には、タイヤの耐久性向上の観点か
ら、タイヤ骨格体等の弾性材料との接着性の向上が、強く求められている。
　また、タイヤは走行時に湿熱環境下に置かれることがあるため、湿熱耐久性も求められ
ている。
【００１７】
　そこで、本発明者らは、金属部材の表面に、接着層と被覆樹脂層とをこの順に設けた樹
脂金属複合部材とし、接着層が極性官能基を有するポリエステル系熱可塑性エラストマー
を含有する連続相とスチレン系エラストマーを含有する不連続相とを有する構成とし、接
着層全体に対する前記連続相の割合を６０質量％以上９３質量％以下とすることで、優れ
た接着耐久性及び湿熱耐久性が得られることを見出した。
　その理由は、以下のように推察される。
【００１８】
　まず、「極性官能基」とは、化学的な反応性（官能性）を示す基であって分子内に電荷
の偏り（極性）をもたらす基を表す。
　本発明では、接着層の連続相に、極性官能基を有するポリエステル系熱可塑性エラスト
マーを含む。そのため、極性官能基による電荷の偏りによって、金属部材がその表面に有
する水和した水酸基との間で相互作用が生じ、両者の間に引力をもたらし、金属部材と接
着層との高い接着性が得られるものと考えられる。
【００１９】
　そして、接着層を介して被覆樹脂層を設けることで、金属部材とタイヤ骨格体等の弾性
材料との間の剛性の差を緩和することができるため、タイヤに設ける金属部材を備えた樹
脂金属複合部材として、優れた接着耐久性を実現し得るものと推察される。
【００２０】
　また、接着層の不連続相にスチレン系エラストマーを含むことで、ポリエステル系熱可
塑性エラストマーのみからなる接着層に比べ、接着層全体が適度に柔らかく、柔軟になり
、応力追従性が向上し、接着耐久性がさらに向上する。加えて、接着層がスチレン系エラ
ストマーを含むことで、接着層の水バリア性（水分を通しにくい性質）が向上する。それ
により、湿熱環境下においても水分が金属部材に到達しにくく、水分に起因する部材の劣
化（例えば、金属部材の錆に起因する腐食や剥がれ等）が抑制され、湿熱耐久性が向上す
る。
　さらに、接着層全体に対する連続相の割合が前記範囲であるため、接着層全体の適度な
弾性率が得られることに加え、連続相による金属部材との高い接着性と、不連続相による
高い湿熱耐久性と、の高度な両立がなされるものと考えられる。
【００２１】
　以下、樹脂金属複合部材の各構成部材について詳細に説明する。
【００２２】
　樹脂金属複合部材は、金属部材と、接着層と、被覆樹脂層と、がこの順に配置された構
造を有し、その形状は特に制限されない。樹脂金属複合部材の形状としては、例えば、コ
ード状、シート状等が挙げられる。
【００２３】
　樹脂金属複合部材の用途としては、タイヤに含まれるタイヤ骨格体のクラウン部（外周
部）に配置される補強ベルト部材、タイヤのリムへの固定の役割を担うビード部材等が挙
げられる。
　例えば、樹脂金属複合部材を補強ベルト部材として用いる態様としては、一本又は複数
本のコード状の樹脂金属複合部材がタイヤ骨格体の外周部に、タイヤの周方向に沿って配
置されて形成されたベルト層、複数のコード状の樹脂金属複合部材がタイヤの周方向に対
して角度を有し、互いに交錯するように配置された交錯ベルト層等として用いることがで
きる。
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【００２４】
　樹脂金属複合部材において「金属部材と接着層と被覆樹脂層とをこの順に有する」構造
には、例えば、金属部材の表面の全部が接着層を介して被覆樹脂層で被覆された状態と、
金属部材の表面の一部が接着層を介して被覆樹脂層で被覆された状態と、が含まれる。な
お、少なくとも樹脂金属複合部材とタイヤ骨格体等の弾性部材とが接する領域において、
金属部材と、被覆樹脂層よりも相対的に引張弾性率の大きな接着層と、被覆樹脂層と、が
この順に配置された構造となっていることが好ましい。また、樹脂金属複合部材は、金属
部材、接着層、及び被覆樹脂層のほかにその他の層を有してもよいが、金属部材と被覆樹
脂層との接着性の観点から、金属部材と接着層とが少なくとも一部で直接接触しており、
また接着層と被覆樹脂層とが少なくとも一部で直接接触する。
【００２５】
［金属部材］
　金属部材は特に制限されず、例えば、従来のゴム製タイヤに用いられる金属製のコード
等を適宜用いることができる。金属製のコードとしては、例えば、一本の金属コードから
なるモノフィラメント（単線）、複数本の金属コードを撚ったマルチフィラメント（撚線
）等が挙げられる。また、金属部材の形状は線状（コード状）に限られるものではなく、
例えば板状の金属部材であってもよい。
　本発明における金属部材としては、タイヤの耐久性をより向上させる観点からは、モノ
フィラメント（単線）又はマルチフィラメント（撚線）が好ましく、マルチフィラメント
がより好ましい。金属部材の断面形状、サイズ（直径）等は、特に限定されるものではな
く、所望のタイヤに適したものを適宜選定して用いることができる。
　金属部材が複数本のコードの撚り線である場合、複数本のコードの数としては、例えば
２本～１０本が挙げられ、５本～９本が好ましい。
【００２６】
　タイヤの耐内圧性と軽量化とを両立する観点からは、金属部材の太さは、０．２ｍｍ～
２ｍｍであることが好ましく、０．８ｍｍ～１．６ｍｍであることがより好ましい。金属
部材の太さは、任意に選択した５箇所において測定した太さの数平均値とする。金属部材
の太さは、上述した方法により定められる。
【００２７】
　金属部材自体の引張弾性率（以下、特定しない限り、本明細書で「弾性率」とは引張弾
性率を意味する。）は、通常、１０００００ＭＰａ～３０００００ＭＰａ程度であり、１
２００００ＭＰａ～２７００００ＭＰａであることが好ましく、１５００００ＭＰａ～２
５００００ＭＰａであることが更に好ましい。なお、金属部材の引張弾性率は、引張試験
機にてＺＷＩＣＫ型チャックを用いて応力-歪曲線を描き、その傾きから算出する。
【００２８】
　金属部材自体の破断伸び（引張破断伸び）は、通常、０．１％～１５％程度であり、１
％～１５％が好ましく、１％～１０％が更に好ましい。金属部材の引張破断伸びは、引張
試験機にてＺＷＩＣＫ型チャックを用いて応力－歪曲線を描き、歪から求めることができ
る。
【００２９】
［接着層］
　接着層は、金属部材と被覆樹脂層との間に配置され、極性官能基を有するポリエステル
系熱可塑性エラストマーを含有する連続相とスチレン系エラストマーを含有する不連続相
とを有する。
　そして、接着層全体に対する前記連続相の割合が６０質量％以上９３質量％以下である
。
【００３０】
＜連続相＞
　連続相は、極性官能基を有するポリエステル系熱可塑性エラストマーを少なくとも含有
し、必要に応じてその他の成分を含有してもよい。
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　ただし、連続相全体に対する極性官能基を有するポリエステル系熱可塑性エラストマー
の含有量は、８０質量％以上が好ましく、９０質量％以上がより好ましく、９５質量％以
上がさらに好ましい。
　なお、連続相は、極性官能基を有するポリエステル系熱可塑性エラストマーを、１種の
み含有してもよく、２種以上含有してもよい。極性官能基を有するポリエステル系熱可塑
性エラストマーを２種以上含有する場合、上記含有量は、前記２種以上の極性官能基を有
するポリエステル系熱可塑性エラストマーの合計含有量を意味する。
【００３１】
　（極性官能基を有するポリエステル系熱可塑性エラストマー）
　極性官能基としては、エポキシ基（下記（１）に示す基、なおＲ１１、Ｒ１２及びＲ１

３はそれぞれ独立に水素原子又は有機基（例えばアルキル基）を表す）、カルボキシ基（
－ＣＯＯＨ）及びその無水物基、アミノ基（－ＮＨ２）、イソシアネート基（－ＮＣＯ）
、ヒドロキシ基（－ＯＨ）、イミノ基（＝ＮＨ）、シラノール基（－ＳｉＯＨ）等が挙げ
られる。
　なお、上記「無水物基」とは、２つのカルボキシ基からＨ２Ｏが取れた無水物状の基（
下記（２－１）に示す無水物状の基、なおＲ２１は単結合又は置換基を有していてもよい
アルキレン基を表し、Ｒ２２及びＲ２３はそれぞれ独立に水素原子又は有機基（例えばア
ルキル基）を表す。）を指す。下記（２－１）に示す無水物基は、Ｈ２Ｏが与えられるこ
とで下記（２－２）に示す状態、つまり２つのカルボキシ基を有する状態となる。
　これらの中でも、金属部材との接着性の観点から、エポキシ基、カルボキシ基及びその
無水物基、ヒドロキシ基、並びにアミノ基が好ましく、エポキシ基、カルボキシ基及びそ
の無水物基、並びにアミノ基がより好ましい。
【００３２】
【化１】

【００３３】
　極性官能基を有するポリエステル系熱可塑性エラストマーは、極性官能基となる基を有
する化合物（誘導体）でポリエステル系熱可塑性エラストマー（ＴＰＣ）を変性すること
で得られる。例えば、ポリエステル系熱可塑性エラストマーに極性官能基となる基を有し
かつそれとは別に反応性基（例えば不飽和基（エチレン性の炭素－炭素二重結合等））を
有する化合物を化学的に結合（付加反応、グラフト反応等）させることで得られる。
【００３４】
　ポリエステル系熱可塑性エラストマーを変性する誘導体（極性官能基となる基を有する
化合物）としては、例えば、反応性基を有するエポキシ化合物、不飽和カルボン酸（メタ
クリル酸、マレイン酸、フマル酸、イタコン酸等）、不飽和カルボン酸無水物（無水マレ
イン酸、無水シトラコン酸、無水イタコン酸、無水グルタコン酸等）、その他反応性基を
有するカルボン酸及びその無水物、反応性基を有するアミン化合物、反応性基を有するイ
ソシアネート化合物、反応性基を有するアルコール、反応性基を有するシラン化合物、又
はその誘導体等が挙げられる。
【００３５】
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　（合成方法）
　ここで、極性官能基を有するポリエステル系熱可塑性エラストマー（以下単に「極性基
含有ＴＰＣ」とも称す）の合成方法について、具体的に説明する。
　なお、以下においては、合成方法の一例として、ポリエステル系熱可塑性エラストマー
（ＴＰＣ）を不飽和カルボン酸又はその無水物で変性する方法を取り上げて、説明する。
【００３６】
　極性基含有ＴＰＣ（極性官能基を有するポリエステル系熱可塑性エラストマー）は、例
えば、ポリアルキレンエーテルグリコールセグメントを含有する飽和ポリエステル系熱可
塑性エラストマーの溶融物を、不飽和カルボン酸又はその誘導体により変性処理して得ら
れる。
【００３７】
　変性とは、ポリアルキレンエーテルグリコールセグメントを含有する飽和ポリエステル
系熱可塑性エラストマーの不飽和カルボン酸又はその誘導体によるグラフト変性、末端変
性及びエステル交換反応による変性、分解反応による変性等をいう。具体的に、不飽和カ
ルボン酸又はその誘導体が結合している部位としては、末端官能基やアルキル鎖部分が考
えられ、特に末端カルボン酸、末端水酸基及びポリアルキレンエーテルグリコールセグメ
ントのエーテル結合に対してα位やβ位の炭素が挙げられる。特に、ポリアルキレンエー
テルグリコールセグメントのエーテル結合に対してα位に多く結合しているものと推定さ
れる。
【００３８】
（１）配合材料
　（Ａ）飽和ポリエステル系熱可塑性エラストマー
　飽和ポリエステル系熱可塑性エラストマーは、通常、ポリアルキレンエーテルグリコー
ルセグメントを含有するソフトセグメントとポリエステルを含有するハードセグメントと
からなる、ブロック共重合体である。
【００３９】
　また、飽和ポリエステル系熱可塑性エラストマー中のポリアルキレンエーテルグリコー
ルセグメントの含有量は、該ポリエステル系エラストマー中の５８～７３質量％であるこ
とが好ましく、より好ましくは６０～７０質量％である。
【００４０】
　このソフトセグメントを構成するポリアルキレンエーテルグリコールとしては、例えば
、ポリエチレングリコール、ポリ（１，２及び１，３－プロピレンエーテル）グリコール
、ポリ（テトラメチレンエーテル）グリコール、ポリ（ヘキサメチレンエーテル）グリコ
ール等が挙げられる。特に好ましいものは、ポリ（テトラメチレンエーテル）グリコール
である。本発明において、ポリアルキレンエーテルグリコールとしては、数平均分子量が
４００～６，０００のものが好ましく、６００～４，０００のものがより好ましく、特に
１，０００～３，０００のものが好適である。なお、ここでいう「数平均分子量」とは、
ゲル浸透クロマトグラフィー（ＧＰＣ）で測定されたものである。ＧＰＣのキャリブレー
ションには、英国ＰＯＬＹＭＥＲＬＡＢＯＲＡＴＯＲＩＥＳ社のＰＯＬＹＴＥＴＲＡＨＹ
ＤＲＯＦＵＲＡＮキャリブレーションキットを使用すればよい。
【００４１】
　飽和ポリエステル系熱可塑性エラストマーは、例えば、ｉ）炭素原子数２～１２の脂肪
族及び／又は脂環式ジオールと、ｉｉ）芳香族ジカルボン酸及び／又は脂環式ジカルボン
酸又はそれらのアルキルエステル、及びｉｉｉ）数平均分子量が４００～６，０００のポ
リアルキレンエーテルグリコールとを原料とし、エステル化反応又はエステル交換反応に
より得られたオリゴマーを重縮合させて得ることができる。
【００４２】
　炭素原子数２～１２の脂肪族及び／又は脂環式ジオールとしては、ポリエステルの原料
、特にポリエステル系熱可塑性エラストマーの原料として通常用いられるものが使用でき
る。例えば、エチレングリコール、プロピレングリコール、トリメチレングリコール、１
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，４－ブタンジオール、１，４－シクロヘキサンジオール、１，４－シクロヘキサンジメ
タノール等が挙げられ、中でも１，４－ブタンジオール、エチレングリコールが好ましく
、特に１，４－ブタンジオールが好ましい。これらのジオールは、一種又は二種以上の混
合物を使用することができる。
【００４３】
　芳香族ジカルボン酸及び／又は脂環式ジカルボン酸としては、ポリエステルの原料、特
にポリエステル系熱可塑性エラストマーの原料として一般的に用いられているものが使用
でき、例えばテレフタル酸、イソフタル酸、フタル酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸
、シクロヘキサンジカルボン酸等が挙げられる。これらの中では、テレフタル酸、２，６
－ナフタレンジカルボン酸が好ましく、特にテレフタル酸が好適である。また、これらの
ジカルボン酸は２種以上を併用してもよい。芳香族ジカルボン酸及び／又は脂環式ジカル
ボン酸のアルキルエステルを用いる場合は、上記のジカルボン酸のジメチルエステルやジ
エチルエステル等が用いられる。好ましいものは、ジメチルテレフタレート及び２，６－
ジメチルナフタレートである。
【００４４】
　また、上記の成分以外に３官能性のトリオールやトリカルボン酸又はそれらのエステル
を少量共重合させてもよく、さらにアジピン酸等の脂肪族ジカルボン酸又はそのジアルキ
ルエステルも共重合成分として使用できる。
　このようなポリエステル系熱可塑性エラストマーの市販品としては、三菱化学株式会社
製「プリマロイ」、東洋紡績株式会社製「ペルプレン」、東レ・デュポン株式会社製「ハ
イトレル」等が挙げられる。
【００４５】
　（Ｂ）不飽和カルボン酸又はその誘導体
　不飽和カルボン酸又はその誘導体としては、例えば、アクリル酸、マレイン酸、フマル
酸、テトラヒドロフタル酸、イタコン酸、シトラコン酸、クロトン酸、イソクロトン酸等
の不飽和カルボン酸；例えば、コハク酸２－オクテン－１－イル無水物、コハク酸２－ド
デセン－１－イル無水物、コハク酸２－オクタデセン－１－イル無水物、マレイン酸無水
物、２，３－ジメチルマレイン酸無水物、ブロモマレイン酸無水物、ジクロロマレイン酸
無水物、シトラコン酸無水物、イタコン酸無水物、１－ブテン－３，４－ジカルボン酸無
水物、１－シクロペンテン－１，２－ジカルボン酸無水物、１，２，３，６－テトラヒド
ロフタル酸無水物、３，４，５，６－テトラヒドロフタル酸無水物、ｅｘｏ－３，６－エ
ポキシ－１，２，３，６－テトラヒドロフタル酸無水物、５－ノルボルネン－２，３－ジ
カルボン酸無水物、メチル－５－ノルボルネン－２，３－ジカルボン酸無水物、ｅｎｄｏ
－ビシクロ［２．２．２］オクト－５－エン－２，３－ジカルボン酸無水物、ビシクロ［
２．２．２］オクト－７－エン－２，３，５，６－テトラカルボン酸無水物等の不飽和カ
ルボン酸無水物；（メタ）アクリル酸メチル、（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アク
リル酸プロピル、（メタ）アクリル酸ブチル、（メタ）アクリル酸ヘキシル、（メタ）ア
クリル酸オクチル、（メタ）アクリル酸２－エチルへキシル、（メタ）アクリル酸ラウリ
ル、（メタ）アクリル酸ステアリル、グリシジルメタクリレート、マレイン酸ジメチル、
マレイン酸（２－エチルへキシル）、２－ヒドロキシエチルメタクリレート等の不飽和カ
ルボン酸エステル等があげられる。この中では、不飽和カルボン酸無水物が好適である。
これらの不飽和結合を有する化合物は、変性すべきポリアルキレンエーテルグリコールセ
グメントを含有する共重合体や、変性条件に応じて適宜選択すればよく、また二種以上を
併用してもよい。この不飽和結合を有する化合物は有機溶剤等に溶解して加えることもで
きる。
【００４６】
　（Ｃ）ラジカル発生剤
　変性処理に際し、ラジカル反応を行うために用いられるラジカル発生剤としては、例え
ばｔ－ブチルヒドロパーオキサイド、クメンヒドロパーオキサイド、２，５－ジメチルへ
キサン－２，５－ジヒドロパーオキサイド、２，５－ジメチル－２，５－ビス（ターシャ
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リーブチルオキシ）ヘキサン、３，５，５－トリメチルへキサノイルパーオキサイド、ｔ
－ブチルパーオキシベンゾエート、ベンゾイルパーオキサイド、ジクミルパーオキサイド
、１，３－ビス（ｔ－ブチルパーオキシイソプロピル）ベンゼン、ジブチルパーオキサイ
ド、メチルエチルケトンパーオキサイド、過酸化カリウム、過酸化水素等の有機及び無機
過酸化物、２，２’－アゾビスイソブチロニトリル、２，２’－アゾビス（イソブチルア
ミド）ジハライド、２，２’－アゾビス［２－メチル－Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）プ
ロピオンアミド］、アゾジ－ｔ－ブタン等のアゾ化合物、及びジクミル等の炭素ラジカル
発生剤等が例示できる。これらのラジカル発生剤は、変性処理に用いるポリアルキレンエ
ーテルグリコールセグメントを含有する飽和ポリエステル系熱可塑性エラストマーの種類
や、不飽和カルボン酸又はその誘導体の種類や、変性条件に応じて適宜選択すればよく、
また二種以上を併用してもよい。このラジカル発生剤は有機溶剤等に溶解して加えること
もできる。また、接着性をさらに向上させるために、ラジカル発生剤だけでなく、変性助
剤として、不飽和結合を有する化合物（下記（Ｄ））を併用することもできる。
【００４７】
　（Ｄ）不飽和結合を有する化合物
　不飽和結合を有する化合物とは、前記（Ｂ）ラジカル発生剤以外の炭素－炭素多重結合
を有する化合物のことをいい、具体的には、スチレン、メチルスチレン、エチルスチレン
、イソプロピルスチレン、フェニルスチレン、ｏ－メチルスチレン、２，４－ジメチルス
チレン、ｏ－クロロスチレン、ｏ－クロロメチルスチレン等のビニル芳香族単量体等が挙
げられる。これらの配合により、変性効率の向上が期待できる。
【００４８】
（２）配合比
　極性基含有ＴＰＣを構成する各成分の配合割合は、（Ａ）飽和ポリエステル系熱可塑性
エラストマー１００質量部に対して、（Ｂ）不飽和カルボン酸又はその誘導体が、好まし
くは０．０１～３０質量部、より好ましくは０．０５～５質量部、更に好ましくは０．１
～２質量部、特に好ましくは０．１～１質量部の配合比となるものであり、また（Ｃ）ラ
ジカル発生剤が、好ましくは０．００１～３質量部、より好ましくは０．００５～０．５
質量部、更に好ましくは０．０１～０．２質量部、特に好ましくは０．０１～０．１質量
部の配合比となるものである。
【００４９】
　極性基含有ＴＰＣの赤外吸収スペクトル法による変性量は、下記式Ａ１７８６／（Ａｓ
ｔ×ｒ）の値で０．０１～１５であることが望ましく、好ましくは、０．０３～２．５で
あり、より好ましくは、０．１～２．０であり、特に好ましくは、０．２～１．８である
。
［但し、Ａ１７８６は、極性基含有ＴＰＣの厚さ２０μｍのフィルムについて測定された
、１７８６ｃｍ－１のピーク強度であり、Ａｓｔは、標準試料（ポリアルキレンエーテル
グリコールセグメントの含有量が６５質量％である飽和ポリエステル系エラストマー）の
厚さ２０μｍのフィルムについて測定された、規準波数のピーク強度であり、ｒは、極性
基含有ＴＰＣ中のポリエステルセグメントのモル分率を、上記標準試料中のポリエステル
セグメントのモル分率で除した値である。］
【００５０】
　極性基含有ＴＰＣの赤外吸収スペクトル法による変性量の値を求める方法は、次の通り
である。すなわち、厚さ２０μｍのフィルム状の試料を１００℃で１５時間減圧乾燥し未
反応物を除去し、赤外吸収スペクトルを測定する。得られたスペクトラムから、１７８６
ｃｍ－１に現れる酸無水物由来のカルボニル基の伸縮振動による吸収ピーク（１７５０～
１８２０ｃｍ－１の範囲にある該吸収帯の両側の山裾を結んだ接線をベースラインとする
）のピーク高さを算出して「ピーク強度Ａ１７８６」とする。一方、標準試料（ポリアル
キレンエーテルグリコールセグメントの含有量が６５質量％である飽和ポリエステル系エ
ラストマー）の厚さ２０μｍのフィルムについて、同様に赤外吸収スペクトルを測定する
。得られたスペクトラムから、規準波数のピーク、例えばベンゼン環を含む芳香族ポリエ



(11) JP 6785196 B2 2020.11.18

10

20

30

40

50

ステル系エラストマーの場合は、８７２ｃｍ－１に現れるベンゼン環のＣ－Ｈの面外変角
による吸収ピーク（８５０～９００ｃｍ－１の範囲にある該吸収帯の両側の山裾を結んだ
接線をベースラインとする）のピーク高さを算出して「ピーク強度Ａｓｔ」とする。なお
、この規準波数のピークについては、ハードセグメント由来のピークであって、変性によ
る影響を受けず、かつ、その近傍に重なり合うような吸収ピークのないものから選択すれ
ばよい。これら両ピーク強度から、前記式に従って赤外吸収スペクトル法による変性量を
算出する。その際、ｒとしては、変性量を求める極性基含有ＴＰＣ中のポリエステルセグ
メントのモル分率を、上記標準試料中のポリエステルセグメントのモル分率で除した値を
使用する。また、各試料のポリエステルセグメントのモル分率ｍｒは、ポリエステルセグ
メント及びポリアルキレンエーテルグリコールセグメントの質量分率（ｗ１及びｗ２）と
両セグメントを構成する単量体単位の分子量（ｅ１及びｅ２）とから、次式によって求め
る。
　ｍｒ＝（ｗ１／ｅ１）／［（ｗ１／ｅ１）＋（ｗ２／ｅ２）］
【００５１】
（３）配合方法
　極性基含有ＴＰＣの合成は、例えば、（Ａ）飽和ポリエステル系熱可塑性エラストマー
を、（Ｃ）ラジカル発生剤の存在下、（Ｂ）不飽和カルボン酸又はその誘導体で変性する
ことで行われる。この際、成分（Ａ）を溶融物とすると、成分（Ｂ）との反応がより効率
的に可能となり、十分な変性が実現されるので好ましい。例えば、予備的に、非溶融状態
の成分（Ａ）に成分（Ｂ）を混合した上で、成分（Ａ）を溶融して成分（Ｂ）と反応させ
る方法も好ましく用いることができる。
　また、成分（Ａ）に成分（Ｂ）を混合するには、十分な剪断応力を与えることのできる
混練機を使用した、いわゆる溶融混練法を選択することが好ましい。溶融混練法に使用す
る混練機としては、ミキシングロール、シグマ型回転羽根付混練機、バンバリーミキサー
、高速二軸連続ミキサー、一軸、二軸、多軸押出機型混練機等の通常の混練機から、任意
のものを選ぶことができる。中でも、反応効率が高いことや製造コストが低いことから、
二軸押出機が好ましい。溶融混練は、粉状又は粒状の成分（Ａ）、成分（Ｂ）及び成分（
Ｃ）、並びに、必要であれば、成分（Ｄ）、前記付加的配合材料（任意成分）として挙げ
た、その他の配合剤を、所定の配合割合にて、ヘンシェルミキサー、リボンブレンダー、
Ｖ型ブレンダー等を用いて均一に混合した後、行うこともできる。各成分の混練の温度は
、成分（Ａ）の熱劣化分解や成分（Ｃ）の半減期温度を考慮し、１００℃～３００℃の範
囲が好ましく、より好ましくは１２０℃～２８０℃の範囲、特に好ましくは１５０℃～２
５０℃の範囲である。実用上、最適な混練温度は、成分（Ａ）の融点より２０℃高い温度
から融点までの温度範囲である。さらに、各成分の混練順序及び方法は、特に限定される
ものではなく、成分（Ａ）、成分（Ｂ）及び成分（Ｃ）と、成分（Ｄ）等の付加的配合材
料とを一括して混練する方法、成分（Ａ）～成分（Ｄ）の内の一部を混練した後、付加的
な配合材料を含めた残りの成分を混練する方法でもよい。ただし、成分（Ｃ）を配合する
場合は、これを成分（Ｂ）及び成分（Ｄ）と、同時に添加することが接着性向上の点から
好ましい。
【００５２】
　（物性）
　・融点
　極性官能基を有するポリエステル系熱可塑性エラストマー（極性基含有ＴＰＣ）の融点
は、１６０℃以上２３０℃以下が好ましく、１８０℃以上２２７℃以下がより好ましく、
１９０℃以上２２５℃以下がさらに好ましい。
　融点が１６０℃以上であることで、タイヤ製造時の加熱（例えば加硫）に対する耐熱性
に優れる。また、融点が上記範囲であることで、被覆樹脂層に含まれる樹脂（好ましくは
ポリエステル系熱可塑性エラストマー）との間で近い融点とすることが容易となり、近い
融点とすることでより優れた接着性が得られる。
　なお、極性基含有ＴＰＣの融点は、示差走査熱量測定（Ｄｉｆｆｅｒｅｎｔｉａｌ　ｓ
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ｃａｎｎｉｎｇ　ｃａｌｏｒｉｍｅｔｒｙ；ＤＳＣ）により得られる曲線（ＤＳＣ曲線）
において、吸熱ピークが得られる温度をいう。融点の測定は、示差走査熱量計ＤＳＣを用
いて、ＪＩＳ　Ｋ　７１２１：２０１２に準拠して行なう。測定は、例えば、ＴＡインス
ツルメント（株）の「ＤＳＣ　Ｑ１００」を用いて、掃引速度１０℃／ｍｉｎで行うこと
ができる。
【００５３】
　（その他の成分）
　連続相が含有してもよいその他の成分としては、例えば、樹脂成分、ゴム成分、タルク
、炭酸カルシウム、マイカ、ガラス繊維等のフィラー、パラフィンオイル等の可塑剤、酸
化防止剤、熱安定剤、光安定剤、紫外線吸収剤、中和剤、滑剤、防曇剤、アンチブロッキ
ング剤、スリップ剤、架橋剤、架橋助剤、着色剤、難燃剤、分散剤、帯電防止剤、防菌剤
、蛍光増白剤等の各種添加物が挙げられる。中でも、フェノール系、ホスファイト系、チ
オエーテル系、芳香族アミン系等の各種酸化防止剤の少なくとも一種を含有することが好
ましい。
【００５４】
＜不連続相＞
　不連続相は、スチレン系エラストマーを少なくとも含有し、必要に応じてその他の成分
を含有してもよい。
　ただし、不連続相全体に対するスチレン系エラストマーの含有量は、８０質量％以上が
好ましく、９０質量％以上がより好ましく、９５質量％以上がさらに好ましい。
　なお、不連続相は、スチレン系エラストマーを、１種のみ含有してもよく、２種以上含
有してもよい。スチレン系エラストマーを２種以上含有する場合、上記含有量は、前記２
種以上のスチレン系エラストマーの合計含有量を意味する。
【００５５】
　（スチレン系エラストマー）
　スチレン系エラストマーは、スチレン骨格を有する化合物に由来する構成単位（以下「
スチレン成分」ともいう）を含むエラストマー（すなわち、弾性を有する高分子化合物）
であれば特に限定されない。
　スチレン系エラストマーとしては、例えば、スチレンとスチレン以外のオレフィンとの
共重合体（ブロック共重合体又はランダム共重合体）が挙げられる。また、スチレン以外
のオレフィンとしては、例えば、ブタジエン、イソプレン、エチレン、プロピレン、ブチ
レン等が挙げられる。
【００５６】
　スチレン系エラストマーとしては、不飽和型スチレン系エラストマー及び飽和型スチレ
ン系エラストマーが挙げられる。
　不飽和型スチレン系エラストマーとしては、例えば、スチレン－ブタジエン共重合体（
例えば、スチレン－ブタジエンランダム共重合体、ポリスチレン－ポリブタジエン－ポリ
スチレンブロック共重合体（ＳＢＳ）等）；スチレン－イソプレン共重合体（例えば、ス
チレン－イソプレンランダム共重合体、ポリスチレン－ポリイソプレン－ポリスチレンブ
ロック共重合体（ＳＩＳ）等）；等が挙げられる。
【００５７】
　飽和型スチレン系エラストマーとしては、例えば、スチレン－エチレン－ブチレン共重
合体（例えば、スチレン－エチレン－ブチレンランダム共重合体、ポリスチレン－ポリ（
エチレン－ブチレン）－ポリスチレンブロック共重合体（ＳＥＢＳ）等）；スチレン－エ
チレン－プロピレン共重合体（例えば、スチレン－エチレン－プロピレンランダム共重合
体、ポリスチレン－ポリ（エチレン－プロピレン）ブロック共重合体（ＳＥＰ）、ポリス
チレン－ポリ（エチレン－プロピレン）－ポリスチレンブロック共重合体（ＳＥＰＳ）、
ポリスチレン－ポリ（エチレン－エチレン－プロピレン）－ポリスチレンブロック共重合
体（ＳＥＥＰＳ）等）；スチレン－イソブチレン共重合体（例えば、スチレン－イソブチ
レンランダム共重合体、ポリスチレン－ポリイソブチレンブロック共重合体（ＳＩＢ）、
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ポリスチレン－ポリイソブチレン－ポリスチレンブロック共重合体（ＳＩＢＳ）等；スチ
レン－エチレン－イソプレン共重合体（例えば、スチレン－エチレン－イソプレンランダ
ム共重合体、ポリスチレン－ポリ（エチレン－イソプレン）－ポリスチレンブロック共重
合体（ＳＩＰＳ）等）；等が挙げられる。
【００５８】
　なお、前記飽和型スチレン系エラストマーは、前記不飽和型スチレン系エラストマーを
水添したものであってもよい。すなわち、前記飽和型スチレン系エラストマーは、オレフ
ィン成分の不飽和結合の少なくとも一部を水素化したものであり、不飽和結合が残ってい
てもよい。例えば、前記スチレン－エチレン－ブチレン共重合体は、スチレン－ブタジエ
ン共重合体を水添したものであってもよく、ブタジエン成分を含む（すなわち、不飽和結
合を含む）ものであってもよい。
【００５９】
　不連続相は、不飽和型スチレン系エラストマーを含んでもよく、飽和型スチレン系エラ
ストマーを含んでもよい。また、不連続相は、不飽和型スチレン系エラストマー及び飽和
型スチレン系エラストマーの両方を含んでもよい。
　なお、不連続相に含まれる飽和型スチレン系エラストマーの不飽和度としては、例えば
、５０％以下が挙げられ、接着層の劣化を抑制する観点からは、２０％以下が好ましく、
１０％以下がより好ましい。
　ここで、上記不飽和度の測定は、核磁気共鳴（ＮＭＲ）を用いて行われ、ＪＩＳ６２３
９：２００７の原料ゴム－溶液重合ＳＢＲのミクロ構造の求め方に準拠して不飽和度が求
められる。具体的には、溶媒として重クロロホルムを使用し、Ｃ＝Ｃ（すなわち炭素－炭
素二重結合）に相当する８０ｐｐｍ～１４５ｐｐｍの範囲のピークの積分値と、それ以外
の範囲のピークの積分値を求め、得られた値から算出する。
【００６０】
　スチレン系エラストマー全体に対するスチレン成分の含有量（以下「スチレン比率」と
もいう）としては、例えば５質量％以上８０質量％以下が挙げられ、７質量％以上６０質
量％以下が好ましく、１０質量％以上４５質量％以下がより好ましい。
　スチレン比率が上記範囲であることにより、上記範囲よりも低い場合に比べて接着層の
水バリア性が向上し、上記範囲よりも高い場合に比べて、接着層の柔軟性が得られ、接着
耐久性が向上する。
【００６１】
　なお、不連続相がスチレン系エラストマーを２種以上含有する場合、上記スチレン比率
は、上記２種以上のスチレン系エラストマー全体におけるスチレン比率を意味する。すな
わち、上記スチレン比率は、各スチレン系エラストマーにおけるスチレン比率及び含有量
を考慮して求められる値であり、上記２種以上のスチレン系エラストマー全体に含まれる
スチレン成分の含有量を意味する。
　また、上記スチレン比率の測定は、核磁気共鳴（ＮＭＲ）を用いて行われる。具体的に
は、溶媒にテトラクロロエタンを使用し、スチレンに相当する５．５ｐｐｍ～６．５ｐｐ
ｍの範囲のピークの積分値と、それ以外の範囲のピークの積分値を求め、得られた値から
算出する。
【００６２】
　スチレン系エラストマーは、極性官能基を有してもよい。極性官能基としては、前記ポ
リエステル系熱可塑性エラストマーが有する極性官能基と同様の基が挙げられる。
　不連続相が極性官能基を有するスチレン系エラストマーを含有することで、連続相に含
有される極性官能基を有するポリエステル系熱可塑性エラストマーとの高い親和性により
、連続相と不連続相とのなじみがよくなり、接着耐久性が向上する。
　特に、連続相のポリエステル系熱可塑性エラストマーがカルボキシ基を有する場合、連
続相と不連続相との親和性向上に伴う接着耐久性向上の観点から、スチレン系エラストマ
ーが有する極性官能基は、エポキシ基、アミノ基が好ましく、エポキシ基がより好ましい
。
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【００６３】
　不連続相は、スチレン系エラストマーとして、極性官能基を有するスチレン系エラスト
マー及び極性官能基を有さないスチレン系エラストマーの両方を含有してもよく、いずれ
か一方のみを含有してもよい。
　極性官能基としてエポキシ基を有するスチレン系エラストマーが不連続相に含有される
場合、不連続相全体に対するエポキシ当量（すなわち、１モルの前記エポキシ基を含む不
連続相全体のグラム数）としては、例えば、８０００ｇ／ｅｑ以上４２０００ｇ／ｅｑ以
下が挙げられ、９０００ｇ／ｅｑ以上３００００ｇ／ｅｑ以下が好ましく、９５００ｇ／
ｅｑ以上２５０００ｇ／ｅｑ以下がより好ましい。
　上記エポキシ当量は、ＪＩＳ　Ｋ７２３６：２００１に準拠した方法により求められる
。
【００６４】
　スチレン系エラストマーの数平均分子量としては、例えば、５，０００以上１，０００
，０００以下が挙げられ、連続相との相溶性の観点から１０，０００以上８００，０００
以下が好ましく、３０，０００以上６００，０００以下がより好ましい。重量平均分子量
（Ｍｗ）と数平均分子量（Ｍｎ）との比（Ｍｗ／Ｍｎ）は、例えば１０以下が挙げられる
。
　上記数平均分子量及び比（Ｍｗ／Ｍｎ）は、不連続相が２種以上のスチレン系エラスト
マーを含有する場合、前記２種以上のスチレン系エラストマー全体における重量平均分子
量を意味する。
　なお、重量平均分子量及び数平均分子量の測定は、ゲル浸透クロマトグラフィー（ＧＰ
Ｃ、型番：ＨＬＣ－８３２０ＧＰＣ、東ソー社製）を用いて行う。測定条件は、カラム：
ＴＳＫ－ＧＥＬ　ＧＭＨＸＬ（東ソー社製）、展開溶媒：クロロホルム（和光純薬工業製
）、カラム温度：４０℃、流速：1ｍｌ／分で、ＦＴ－ＩＲ検出器を用いて重量平均分子
量及び数平均分子量を求める。
【００６５】
　スチレン系エラストマーは、ブロック共重合体であってもよく、ランダム共重合体であ
ってもよい。つまり、不連続相は、スチレン系エラストマーとして、ブロック共重合体で
あるスチレン系エラストマー及びランダム共重合体であるスチレン系エラストマーの両方
を含有してもよく、いずれか一方のみを含有してもよい。
　不連続相がブロック共重合体であるスチレン系エラストマーを含有することで、接着層
の水バリア性が向上し、タイヤ用樹脂金属複合部材の湿熱耐久性が向上する。
【００６６】
　ブロック共重合体であるスチレン系エラストマーとしては、例えば、少なくともポリス
チレンがハードセグメントを形成し、他のポリマー（例えば、ポリブタジエン、ポリイソ
プレン、ポリエチレン、水添ポリブタジエン、水添ポリイソプレン等）が非晶性でガラス
転移温度の低いソフトセグメントを形成している材料が挙げられる。
　ハードセグメントを形成するポリスチレンとしては、例えば、公知のラジカル重合法、
イオン性重合法等で得られるものが好ましく用いられ、具体的には、アニオンリビング重
合を持つポリスチレンが挙げられる。
　また、ソフトセグメントを形成するポリマーとしては、例えば、ポリブタジエン、ポリ
イソプレン、ポリ（２，３－ジメチル－ブタジエン）等が挙げられる。
【００６７】
　ハードセグメントを形成するポリマー（ポリスチレン）の数平均分子量は、５０００～
５０００００が好ましく、１００００～２０００００がより好ましい。
　また、ソフトセグメントを形成するポリマーの数平均分子量としては、５０００～１０
０００００が好ましく、１００００～８０００００がより好ましく、３００００～５００
０００が更に好ましい。
【００６８】
　ブロック共重合体であるスチレン系エラストマーは、例えば、ハードセグメントを形成
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するポリマー（すなわちポリスチレン）と、ソフトセグメントを形成するポリマーと、を
公知の方法によって共重合することで合成することができる。
　一方、ランダム共重合体であるスチレン系エラストマーの合成方法としては、例えば、
ランダマイザー等の試薬を用いる方法が挙げられる。
【００６９】
　また、極性官能基を有するスチレン系エラストマーは、例えば、未変性のスチレン系エ
ラストマーに極性官能基を導入することで得られる。具体的には、例えば極性官能基とし
てエポキシ基を有するスチレン系エラストマーの場合、未変性のスチレン系エラストマー
と、エポキシ化剤と、を必要に応じて溶媒及び触媒の存在下で反応させることで得られる
。上記エポキシ化剤としては、例えば、過酸化水素、ターシャリブチルハイドロパーオキ
サイド、クメンハイドロパーオキサイド等のハイドロパーオキサイド類；過ギ酸、過酢酸
、過安息香酸、トリフルオロ過酢酸等の過酸類；等が挙げられる。
【００７０】
　（その他の成分）
　不連続相は、スチレン系エラストマー以外のその他の成分を含んでもよい。その他の成
分としては、例えば、スチレン系エラストマー以外の樹脂、添加剤等が挙げられる。不連
続相全体に対する上記その他の成分の含有量としては、例えば２０質量％以下が挙げられ
、１０質量％以下が好ましく、５質量％以下がより好ましい。
【００７１】
＜接着層の特性＞
　前記の通り、接着層全体に対する前記連続相の割合が６０質量％以上９３質量％以下で
あり、６５質量％以上９０質量％以下が好ましく、７０質量％以上８７質量％以下がより
好ましく、７０質量％以上８５質量％以下がさらに好ましい。
　連続相の割合が前記範囲であることにより、前記範囲より高い場合に比べてスチレン系
エラストマーの含有量が高くなるため、接着層の水バリア性が向上する。また、連続相の
割合が前記範囲であることにより、前記範囲よりも低い場合に比べて、連続相に含有され
る極性官能基を有するポリエステル系熱可塑性樹脂による効果が発揮されやすくなり、接
着耐久性が向上する。
【００７２】
　なお、接着層は、上記極性官能基を有するポリエステル系熱可塑性エラストマーを含有
する連続相とスチレン系エラストマーを含有する不連続相とに加えて、他の不連続相（例
えば、ポリエステル系熱可塑性エラストマー及びスチレン系エラストマー以外の樹脂、添
加剤等の相）を有してもよい。ただし、接着層全体に対する他の不連続相の割合は、１０
質量％以下が好ましく、５質量％以下がより好ましく、３質量％以下がさらに好ましい。
【００７３】
　（物性）
　・引張弾性率
　接着層は被覆樹脂層よりも引張弾性率が小さい層であることが好ましい。接着層の引張
弾性率は、例えば、接着層の形成に用いる接着剤（接着層形成用組成物）の種類、接着層
の形成条件や熱履歴（例えば、加熱温度、加熱時間等）等によって制御することができる
。
　接着層の引張弾性率は、例えば下限値は、１ＭＰａ以上が好ましく、２０ＭＰａ以上が
より好ましく、５０ＭＰａ以上がさらに好ましい。引張弾性率が上記下限値以上であるこ
とで、金属との接着性能およびタイヤ耐久性との点に優れる。
　また、接着層の引張弾性率の上限値は、乗り心地の観点から、１５００ＭＰａ以下が好
ましく、６００ＭＰａ以下がより好ましく、４００ＭＰａ以下がさらに好ましい。
　なお、接着層の引張弾性率の測定は、被覆樹脂層の引張弾性率と同様の方法で行うこと
ができる。
　また、接着層の引張弾性率をＥ１とし、被覆樹脂層の引張弾性率をＥ２としたとき、Ｅ

１／Ｅ２の値としては、例えば０．０５以上０．５以下が挙げられ、０．０５以上０．３
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以下が好ましく、０．０５以上０．２以下がより好ましい。Ｅ１／Ｅ２の値が前記範囲で
あることにより、前記範囲よりも小さい場合に比べてタイヤの耐久性に優れ、前記範囲よ
りも大きい場合に比べて走行時の乗り心地に優れる。
【００７４】
　・厚み
　接着層の平均厚みは、特に制限されないが、走行時の乗り心地及びタイヤの耐久性の観
点で、５μｍ～５００μｍであることが好ましく、２０μｍ～１５０μｍであることがよ
り好ましく、２０μｍ～１００μｍであることが更に好ましい。
【００７５】
　接着層の平均厚みは、金属部材、接着層及び被覆樹脂層の積層方向に沿って樹脂金属複
合部材を切断して得られる断面のＳＥＭ画像を任意の５箇所から取得し、得られたＳＥＭ
画像から測定される接着層の厚みの数平均値とする。各ＳＥＭ画像における接着層の厚み
は、最も厚みの小さい部分（金属部材と接着層との間の界面と、接着層と被覆樹脂層との
間の界面との距離が最小となる部分）で測定される値とする。
【００７６】
　また、接着層の平均厚みをＴ１とし、被覆樹脂層の平均厚みをＴ２としたとき、Ｔ１／
Ｔ２の値としては、例えば０．１以上０．５以下が挙げられ、０．１以上０．４以下が好
ましく、０．１以上０．３５以下がより好ましい。Ｔ１／Ｔ２の値が前記範囲であること
により、前記範囲よりも小さい場合に比べて走行時の乗り心地に優れ、前記範囲よりも大
きい場合に比べてタイヤの耐久性に優れる。
【００７７】
［被覆樹脂層］
　被覆樹脂層の材質は特に制限されず、例えば、熱可塑性樹脂及び熱可塑性エラストマー
からなる群より選ばれる少なくとも１種の熱可塑性材料を用いることができる。
　被覆樹脂層は、成形容易性の観点及び接着層に対する接着性の観点から、熱可塑性エラ
ストマーを含むことが望ましい。
【００７８】
　また、被覆樹脂層は、熱可塑性エラストマーの中でも特に、ポリエステル系熱可塑性エ
ラストマーを含むことが望ましい。前記接着層の連続相が極性官能基を有するポリエステ
ル系熱可塑性エラストマーを含有するため、被覆樹脂層がポリエステル系熱可塑性エラス
トマーを含むことで、接着層用の材料（接着剤）と被覆樹脂層用の材料（樹脂）との相溶
性に優れる。それにより、接着層表面に樹脂を被覆する際になじみ良く付与することがで
き、これによって接着層と被覆樹脂層との高い接着性が得られるものと考えられる。
【００７９】
　（ポリエステル系熱可塑性エラストマー）
　被覆樹脂層に含まれるポリエステル系熱可塑性エラストマーとしては、極性官能基を有
さないポリエステル系熱可塑性エラストマーを含むことが好ましく、未変性のポリエステ
ル系熱可塑性エラストマーを含むことがより好ましい。
　被覆樹脂層がポリエステル系熱可塑性エラストマーを含む場合、被覆樹脂層全体に対し
て５０質量％以上含ませることが好ましく、６０質量％以上がより好ましく、７５質量％
以上がさらに好ましい。
　ポリエステル系熱可塑性エラストマーとしては、後述のタイヤ骨格体に用いられるポリ
エステル系熱可塑性エラストマーと同様であり、好ましい態様も同様である。したがって
、ここでは、詳細な説明を省略する。
【００８０】
　被覆樹脂層がポリエステル系熱可塑性エラストマーを含む場合、ポリエステル系熱可塑
性エラストマーの融点は、１６０℃以上２３０℃以下が好ましく、１８０℃以上２２７℃
以下がより好ましく、１９０℃以上２２５℃以下がさらに好ましい。
　融点が１６０℃以上であることで、タイヤ製造時の加熱（例えば加硫）に対する耐熱性
に優れる。また、融点が上記範囲であることで、接着層に含まれる極性官能基を有するポ
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とすることでより優れた接着性が得られる。
　なお、被覆樹脂層に含まれるポリエステル系熱可塑性エラストマーの融点の測定は、前
述の極性基含有ＴＰＣと同様の方法で行われる。
【００８１】
　（その他の熱可塑性エラストマー）
　その他の熱可塑性エラストマーとしては、例えば、ポリアミド系熱可塑性エラストマー
、ポリスチレン系熱可塑性エラストマー、ポリウレタン系熱可塑性エラストマー、オレフ
ィン系熱可塑性エラストマー等が挙げられる。これらは単独で又は２種以上を組み合わせ
て用いてもよい。
　上記ポリアミド系熱可塑性エラストマー、ポリスチレン系熱可塑性エラストマー、ポリ
ウレタン系熱可塑性エラストマー、及びオレフィン系熱可塑性エラストマーは、後述のタ
イヤ骨格体に用いられる熱可塑性エラストマーと同様であり、好ましい態様も同様である
。したがって、ここでは詳細な説明を省略する。
【００８２】
　（熱可塑性樹脂）
　熱可塑性樹脂としては、例えば、ポリアミド系熱可塑性樹脂、ポリエステル系熱可塑性
樹脂、オレフィン系熱可塑性樹脂、ポリウレタン系熱可塑性樹脂、塩化ビニル系熱可塑性
樹脂、ポリスチレン系熱可塑性樹脂等を例示することができる。これらは単独で又は２種
以上を組み合わせて用いてもよい。
【００８３】
－ポリアミド系熱可塑性樹脂－
　ポリアミド系熱可塑性樹脂としては、後述のタイヤ骨格体に用いられるポリアミド系熱
可塑性エラストマーのハードセグメントを形成するポリアミドを挙げることができる。ポ
リアミド系熱可塑性樹脂としては、具体的には、ε－カプロラクタムを開環重縮合したポ
リアミド（アミド６）、ウンデカンラクタムを開環重縮合したポリアミド（アミド１１）
、ラウリルラクタムを開環重縮合したポリアミド（アミド１２）、ジアミンと二塩基酸と
を重縮合したポリアミド（アミド６６）、メタキシレンジアミンを構成単位として有する
ポリアミド（アミドＭＸ）等を例示することができる。
【００８４】
　アミド６は、例えば、｛ＣＯ－（ＣＨ２）５－ＮＨ｝ｎで表すことができる。アミド１
１は、例えば、｛ＣＯ－（ＣＨ２）１０－ＮＨ｝ｎで表すことができる。アミド１２は、
例えば、｛ＣＯ－（ＣＨ２）１１－ＮＨ｝ｎで表すことができる。アミド６６は、例えば
、｛ＣＯ（ＣＨ２）４ＣＯＮＨ（ＣＨ２）６ＮＨ｝ｎで表すことができる。アミドＭＸは
、例えば、下記構造式（Ａ－１）で表すことができる。ここで、ｎは繰り返し単位数を表
す。
　アミド６の市販品としては、例えば、宇部興産（株）製の「ＵＢＥナイロン」シリーズ
（例えば、１０２２Ｂ、１０１１ＦＢ等）を用いることができる。アミド１１の市販品と
しては、例えば、アルケマ（株）製の「Ｒｉｌｓａｎ　Ｂ」シリーズを用いることができ
る。アミド１２の市販品としては、例えば、宇部興産（株）製の「ＵＢＥナイロン」シリ
ーズ（例えば、３０２４Ｕ、３０２０Ｕ、３０１４Ｕ等）を用いることができる。アミド
６６の市販品としては、例えば、宇部興産（株）製の「ＵＢＥナイロン」シリーズ（例え
ば、２０２０Ｂ、２０１５Ｂ等）を用いることができる。アミドＭＸの市販品としては、
例えば、三菱ガス化学（株）製の「ＭＸナイロン」シリーズ（例えば、Ｓ６００１、Ｓ６
０２１、Ｓ６０１１等）を用いることができる。
【００８５】
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【化２】

【００８６】
　ポリアミド系熱可塑性樹脂は、上記の構成単位のみで形成されるホモポリマーであって
もよく、上記の構成単位と他のモノマーとのコポリマーであってもよい。コポリマーの場
合、各ポリアミド系熱可塑性樹脂における上記構成単位の含有率は、４０質量％以上であ
ることが好ましい。
【００８７】
－ポリエステル系熱可塑性樹脂－
　ポリエステル系熱可塑性樹脂としては、後述のタイヤ骨格体に用いられるポリエステル
系熱可塑性エラストマーのハードセグメントを形成するポリエステルを挙げることができ
る。
　ポリエステル系熱可塑性樹脂としては、具体的には、ポリ乳酸、ポリヒドロキシ－３－
ブチル酪酸、ポリヒドロキシ－３－ヘキシル酪酸、ポリ（ε－カプロラクトン）、ポリエ
ナントラクトン、ポリカプリロラクトン、ポリブチレンアジペート、ポリエチレンアジペ
ート等の脂肪族ポリエステル、ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレー
ト、ポリエチレンナフタレート、ポリブチレンナフタレート等の芳香族ポリエステルなど
を例示することができる。これらの中でも、耐熱性及び加工性の観点から、ポリエステル
系熱可塑性樹脂としては、ポリブチレンテレフタレートが好ましい。
【００８８】
　ポリエステル系熱可塑性樹脂の市販品としては、例えば、ポリプラスチック（株）製の
「ジュラネックス」シリーズ（例えば、２０００、２００２等）、三菱エンジニアリング
ｓプラスチック(株)製の「ノバデュラン」シリーズ（例えば、５０１０Ｒ５、５０１０Ｒ
３－２等）、東レ（株）製の「トレコン」シリーズ（例えば、１４０１Ｘ０６、１４０１
Ｘ３１等）等を用いることができる。
【００８９】
－オレフィン系熱可塑性樹脂－
　オレフィン系熱可塑性樹脂としては、後述のタイヤ骨格体に用いられるオレフィン系熱
可塑性エラストマーのハードセグメントを形成するポリオレフィンを挙げることができる
。
　オレフィン系熱可塑性樹脂としては、具体的には、ポリエチレン系熱可塑性樹脂、ポリ
プロピレン系熱可塑性樹脂、ポリブタジエン系熱可塑性樹脂等を例示することができる。
これらの中でも、耐熱性及び加工性の点から、オレフィン系熱可塑性樹脂としては、ポリ
プロピレン系熱可塑性樹脂が好ましい。
　ポリプロピレン系熱可塑性樹脂の具体例としては、プロピレンホモ重合体、プロピレン
－α－オレフィンランダム共重合体、プロピレン－α－オレフィンブロック共重合体等が
挙げられる。α－オレフィンとしては、例えば、プロピレン、１－ブテン、１－ペンテン
、３－メチル－１－ブテン、１－ヘキセン、４－メチル－１－ペンテン、３－メチル－１
－ペンテン、１－ヘプテン、１－オクテン、１－デセン、１－ドデセン、１－テトラデセ
ン、１－ヘキサデセン、１－オクタデセン、１－エイコセン等の炭素数３～２０程度のα
－オレフィン等が挙げられる。
【００９０】
　被覆樹脂層は、熱可塑性樹脂及び熱可塑性エラストマー以外の他の成分を含んでもよい
。他の成分としては、ゴム、熱可塑性樹脂、各種充填剤（例えば、シリカ、炭酸カルシウ
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ム、クレイ等）、老化防止剤、オイル、可塑剤、発色剤、耐候剤等が挙げられる。
【００９１】
　（物性）
　・厚み
　被覆樹脂層の平均厚みは、特に限定されない。耐久性に優れる点や溶着性の観点から、
１０μｍ以上１０００μｍ以下であることが好ましく、５０μｍ以上７００μｍ以下であ
ることがより好ましい。
【００９２】
　被覆樹脂層の平均厚みは、金属部材、接着層及び被覆樹脂層の積層方向に沿って樹脂金
属複合部材を切断して得られる断面のＳＥＭ画像を任意の５箇所から取得し、得られたＳ
ＥＭ画像もしくはビデオマイクロスコープにより得られる画像から測定される被覆樹脂層
の厚みの数平均値とする。各ＳＥＭ画像における被覆樹脂層の厚みは、最も厚みの小さい
部分（接着層と被覆樹脂層との間の界面と、樹脂金属複合部材の外縁との距離が最小とな
る部分）で測定される値とする。
【００９３】
　・引張弾性率
　被覆樹脂層の引張弾性率は、接着層の引張弾性率よりも大きいことが好ましく、例えば
５０ＭＰａ以上１０００ＭＰａ以下が挙げられ、乗り心地、走行性能の観点から５０ＭＰ
ａ以上８００ＭＰａ以下が好ましく、５０ＭＰａ以上７００ＭＰａ以下がより好ましい。
　被覆樹脂層の引張弾性率は、例えば、被覆樹脂層に含まれる樹脂の種類等によって制御
することができる。
　なお、引張弾性率の測定は、ＪＩＳ　Ｋ７１１３：１９９５に準拠して行う。
　具体的には、例えば、島津製作所社製、島津オートグラフＡＧＳ－Ｊ（５ＫＮ）を用い
、引張速度を１００ｍｍ／ｍｉｎに設定し、引張弾性率の測定を行う。なお、樹脂金属複
合部材に含まれる被覆樹脂層の引張弾性率を測定する場合、例えば、上記被覆樹脂層と同
じ材料の測定試料を別途準備して弾性率測定してもよい。
【００９４】
＜タイヤ＞
　本発明のタイヤは、弾性材料を含む環状のタイヤ骨格体と、前述の本発明に係るタイヤ
用樹脂金属複合部材と、を有する。
　なお、タイヤ用樹脂金属複合部材は、例えばタイヤ骨格体の外周部に周方向に巻回され
る補強ベルト部材、ビード部材等として用いられる。
　ここで、本発明のタイヤを構成するタイヤ骨格体について説明する。
【００９５】
　〔タイヤ骨格体〕
　タイヤ骨格体は、弾性材料で形成される。つまり、タイヤ骨格体としては、弾性材料と
してのゴム材料で形成される態様（いわゆるゴムタイヤ用のタイヤ骨格体）、弾性材料と
して樹脂材料で形成される態様（いわゆる樹脂タイヤ用のタイヤ骨格体）等が挙げられる
。
【００９６】
　（弾性材料：ゴム材料）
　ゴム材料は、ゴム（ゴム成分）を少なくとも含んでいればよく、本発明の効果を損なわ
ない範囲で、添加剤等の他の成分を含んでもよい。ただし、前記ゴム材料中におけるゴム
（ゴム成分）の含有量は、ゴム材料の総量に対して、５０質量％以上が好ましく、９０質
量％以上が更に好ましい。タイヤ骨格体は、例えばゴム材料を用いて形成することができ
る。
【００９７】
　タイヤ骨格体に用いるゴム成分としては、特に限定はなく、従来より公知のゴム配合に
使用される天然ゴム及び各種合成ゴムを、単独もしくは２種以上混合して用いることがで
きる。例えば、下記に示す様なゴム、もしくはこれらの２種以上のゴムブレンドを使用す
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ることができる。
　上記天然ゴムとしては、シートゴムでもブロックゴムでもよく、ＲＳＳ＃１～＃５の総
てを用いることができる。
　上記合成ゴムとしては、各種ジエン系合成ゴムやジエン系共重合体ゴム及び特殊ゴムや
変性ゴム等を使用できる。具体的には、例えば、ポリブタジエン（ＢＲ）、ブタジエンと
芳香族ビニル化合物との共重合体（例えばＳＢＲ、ＮＢＲなど）、ブタジエンと他のジエ
ン系化合物との共重合体等のブタジエン系重合体；ポリイソプレン（ＩＲ）、イソプレン
と芳香族ビニル化合物との共重合体、イソプレンと他のジエン系化合物との共重合体等の
イソプレン系重合体；クロロプレンゴム（ＣＲ）、ブチルゴム（ＩＩＲ）、ハロゲン化ブ
チルゴム（Ｘ－ＩＩＲ）；エチレン－プロピレン系共重合体ゴム（ＥＰＭ）、エチレン－
プロピレン－ジエン系共重合体ゴム（ＥＰＤＭ）及びこれらの任意のブレンド物等が挙げ
られる。
【００９８】
　また、タイヤ骨格体に用いるゴム材料は、目的に応じてゴムに添加物等の他の成分を加
えてもよい。
　添加物としては、例えば、カーボンブラック等の補強材、充填剤、加硫剤、加硫促進剤
、脂肪酸又はその塩、金属酸化物、プロセスオイル、老化防止剤等が挙げられ、これらを
適宜配合することができる。
【００９９】
　ゴム材料で形成されるタイヤ骨格体は、含まれるゴムが未加硫の状態である未加硫のゴ
ム材料をタイヤ骨格体の形状に成形し、加熱によってゴムを加硫することで得られる。
【０１００】
　（弾性材料：樹脂材料）
　樹脂材料は、樹脂（樹脂成分）を少なくとも含んでいればよく、本発明の効果を損なわ
ない範囲で、添加剤等の他の成分を含んでもよい。ただし、前記樹脂材料中における樹脂
（樹脂成分）の含有量は、樹脂材料の総量に対して、５０質量％以上が好ましく、９０質
量％以上が更に好ましい。タイヤ骨格体は、例えば樹脂材料を用いて形成することができ
る。
【０１０１】
　タイヤ骨格体に含まれる樹脂としては、熱可塑性樹脂、熱可塑性エラストマー、及び熱
硬化性樹脂が挙げられる。走行時の乗り心地の観点から、樹脂材料は、熱可塑性エラスト
マーを含むことが好ましく、ポリアミド系熱可塑性エラストマーを含むことがより好まし
い。一方、接着性の観点からは、樹脂金属複合部材の被覆樹脂層に含まれる樹脂と同種の
材料（例えば、熱可塑性樹脂、熱可塑性エラストマー等）を、タイヤ骨格体が含むことが
好ましい。つまり、樹脂金属複合部材の被覆樹脂層がポリエステル系熱可塑性エラストマ
ーを含む場合、タイヤ骨格体がポリエステル系熱可塑性樹脂及びポリエステル系熱可塑性
エラストマーの少なくとも一種を含むことが好ましい。
【０１０２】
　熱硬化性樹脂としては、例えば、フェノール系熱硬化性樹脂、ユリア系熱硬化性樹脂、
メラミン系熱硬化性樹脂、エポキシ系熱硬化性樹脂等が挙げられる。
　熱可塑性樹脂としては、ポリアミド系熱可塑性樹脂、ポリエステル系熱可塑性樹脂、オ
レフィン系熱可塑性樹脂、ポリウレタン系熱可塑性樹脂、塩化ビニル系熱可塑性樹脂、ポ
リスチレン系熱可塑性樹脂等を例示することができる。これらは単独で又は２種以上を組
み合わせて用いてもよい。これらの中でも、熱可塑性樹脂としては、ポリアミド系熱可塑
性樹脂、ポリエステル系熱可塑性樹脂、及びオレフィン系熱可塑性樹脂から選ばれる少な
くとも１種が好ましく、ポリアミド系熱可塑性樹脂及びオレフィン系熱可塑性樹脂から選
ばれる少なくとも１種が更に好ましい。なお、ポリアミド系熱可塑性樹脂、ポリエステル
系熱可塑性樹脂、及びオレフィン系熱可塑性樹脂は、前述の被覆樹脂層に用いられるポリ
アミド系熱可塑性樹脂、ポリエステル系熱可塑性樹脂、及びオレフィン系熱可塑性樹脂と
同様である。
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【０１０３】
　熱可塑性エラストマーとしては、例えば、ＪＩＳ　Ｋ６４１８に規定されるポリアミド
系熱可塑性エラストマー（ＴＰＡ）、ポリスチレン系熱可塑性エラストマー（ＴＰＳ）、
ポリウレタン系熱可塑性エラストマー（ＴＰＵ）、オレフィン系熱可塑性エラストマー（
ＴＰＯ）、ポリエステル系熱可塑性エラストマー（ＴＰＥＥ）、熱可塑性ゴム架橋体（Ｔ
ＰＶ）、若しくはその他の熱可塑性エラストマー（ＴＰＺ）等が挙げられる。なお、走行
時に必要とされる弾性、製造時の成形性等を考慮すると、タイヤ骨格体を形成する樹脂材
料としては、熱可塑性樹脂を用いることが好ましく、熱可塑性エラストマーを用いること
が更に好ましい。
【０１０４】
－ポリアミド系熱可塑性エラストマー－
　ポリアミド系熱可塑性エラストマーとは、結晶性で融点の高いハードセグメントを形成
するポリマーと非晶性でガラス転移温度の低いソフトセグメントを形成するポリマーとを
有する共重合体からなる熱可塑性の樹脂材料であって、ハードセグメントを形成するポリ
マーの主鎖にアミド結合（－ＣＯＮＨ－）を有するものを意味する。
　ポリアミド系熱可塑性エラストマーとしては、例えば、少なくともポリアミドが結晶性
で融点の高いハードセグメントを形成し、他のポリマー（例えば、ポリエステル、ポリエ
ーテル等）が非晶性でガラス転移温度の低いソフトセグメントを形成している材料が挙げ
られる。また、ポリアミド系熱可塑性エラストマーは、ハードセグメント及びソフトセグ
メントの他に、ジカルボン酸等の鎖長延長剤を用いて形成されてもよい。
　ポリアミド系熱可塑性エラストマーとしては、具体的には、ＪＩＳ　Ｋ６４１８：２０
０７に規定されるアミド系熱可塑性エラストマー（ＴＰＡ）等や、特開２００４－３４６
２７３号公報に記載のポリアミド系エラストマー等を挙げることができる。
【０１０５】
　ポリアミド系熱可塑性エラストマーにおいて、ハードセグメントを形成するポリアミド
としては、例えば、下記一般式（１）又は一般式（２）で表されるモノマーによって生成
されるポリアミドを挙げることができる。
【０１０６】

【化３】

【０１０７】
　上記一般式（１）中、Ｒ１は、炭素数２～２０の炭化水素の分子鎖（例えば炭素数２～
２０のアルキレン基）を表す。
【０１０８】

【化４】

【０１０９】
　上記一般式（２）中、Ｒ２は、炭素数３～２０の炭化水素の分子鎖（例えば炭素数３～
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２０のアルキレン基）を表す。
【０１１０】
　一般式（１）中、Ｒ１としては、炭素数３～１８の炭化水素の分子鎖、例えば炭素数３
～１８のアルキレン基が好ましく、炭素数４～１５の炭化水素の分子鎖、例えば炭素数４
～１５のアルキレン基が更に好ましく、炭素数１０～１５の炭化水素の分子鎖、例えば炭
素数１０～１５のアルキレン基が特に好ましい。
　また、一般式（２）中、Ｒ２としては、炭素数３～１８の炭化水素の分子鎖、例えば炭
素数３～１８のアルキレン基が好ましく、炭素数４～１５の炭化水素の分子鎖、例えば炭
素数４～１５のアルキレン基が更に好ましく、炭素数１０～１５の炭化水素の分子鎖、例
えば炭素数１０～１５のアルキレン基が特に好ましい。
　一般式（１）又は一般式（２）で表されるモノマーとしては、ω－アミノカルボン酸又
はラクタムが挙げられる。また、ハードセグメントを形成するポリアミドとしては、これ
らω－アミノカルボン酸又はラクタムの重縮合体、ジアミンとジカルボン酸との共縮重合
体等が挙げられる。
【０１１１】
　ω－アミノカルボン酸としては、６－アミノカプロン酸、７－アミノヘプタン酸、８－
アミノオクタン酸、１０－アミノカプリン酸、１１－アミノウンデカン酸、１２－アミノ
ドデカン酸等の炭素数５～２０の脂肪族ω－アミノカルボン酸等を挙げることができる。
また、ラクタムとしては、ラウリルラクタム、ε－カプロラクタム、ウデカンラクタム、
ω－エナントラクタム、２－ピロリドン等の炭素数５～２０の脂肪族ラクタム等を挙げる
ことができる。
　ジアミンとしては、例えば、エチレンジアミン、トリメチレンジアミン、テトラメチレ
ンジアミン、ヘキサメチレンジアミン、ヘプタメチレンジアミン、オクタメチレンジアミ
ン、ノナメチレンジアミン、デカメチレンジアミン、ウンデカメチレンジアミン、ドデカ
メチレンジアミン、２，２，４－トリメチルヘキサメチレンジアミン、２，４，４－トリ
メチルヘキサメチレンジアミン、３－メチルペンタメチレンジアミン、メタキシレンジア
ミン等の炭素数２～２０の脂肪族ジアミン等のジアミン化合物を挙げることができる。
　また、ジカルボン酸は、ＨＯＯＣ－（Ｒ３）ｍ－ＣＯＯＨ（Ｒ３：炭素数３～２０の炭
化水素の分子鎖、ｍ：０又は１）で表すことができ、例えば、シュウ酸、コハク酸、グル
タル酸、アジピン酸、ピメリン酸、スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸、ドデカン二
酸等の炭素数２～２０の脂肪族ジカルボン酸を挙げることができる。
　ハードセグメントを形成するポリアミドとしては、ラウリルラクタム、ε－カプロラク
タム、又はウデカンラクタムを開環重縮合したポリアミドを好ましく用いることができる
。
【０１１２】
　また、ソフトセグメントを形成するポリマーとしては、例えば、ポリエステル、ポリエ
ーテル等が挙げられ、具体的には、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール
、ポリテトラメチレンエーテルグリコール、ＡＢＡ型トリブロックポリエーテル等が挙げ
られる。これらは単独で又は２種以上を組み合わせて用いることができる。また、ポリエ
ーテルの末端にアンモニア等を反応させることによって得られるポリエーテルジアミン等
も用いることができる。
　ここで、「ＡＢＡ型トリブロックポリエーテル」とは、下記一般式（３）に示されるポ
リエーテルを意味する。
【０１１３】
【化５】

【０１１４】
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　上記一般式（３）中、ｘ及びｚは、１～２０の整数を表す。ｙは、４～５０の整数を表
す。
【０１１５】
　一般式（３）において、ｘ及びｚは、それぞれ、１～１８の整数が好ましく、１～１６
の整数がより好ましく、１～１４の整数が更に好ましく、１～１２の整数が特に好ましい
。また、一般式（３）において、ｙは、５～４５の整数が好ましく、６～４０の整数がよ
り好ましく、７～３５の整数が更に好ましく、８～３０の整数が特に好ましい。
【０１１６】
　ハードセグメントとソフトセグメントとの組合せとしては、上述で挙げたハードセグメ
ントとソフトセグメントとのそれぞれの組合せを挙げることができる。これらの中でも、
ハードセグメントとソフトセグメントとの組合せとしては、ラウリルラクタムの開環重縮
合体／ポリエチレングリコールの組合せ、ラウリルラクタムの開環重縮合体／ポリプロピ
レングリコールの組合せ、ラウリルラクタムの開環重縮合体／ポリテトラメチレンエーテ
ルグリコールの組合せ、又はラウリルラクタムの開環重縮合体／ＡＢＡ型トリブロックポ
リエーテルの組合せが好ましく、ラウリルラクタムの開環重縮合体／ＡＢＡ型トリブロッ
クポリエーテルの組合せがより好ましい。
【０１１７】
　ハードセグメントを形成するポリマー（ポリアミド）の数平均分子量は、溶融成形性の
観点から、３００～１５０００が好ましい。また、ソフトセグメントを形成するポリマー
の数平均分子量としては、強靱性及び低温柔軟性の観点から、２００～６０００が好まし
い。さらに、ハードセグメント（ｘ）及びソフトセグメント（ｙ）との質量比（ｘ：ｙ）
は、成形性の観点から、５０：５０～９０：１０が好ましく、５０：５０～８０：２０が
より好ましい。
【０１１８】
　ポリアミド系熱可塑性エラストマーは、ハードセグメントを形成するポリマー及びソフ
トセグメントを形成するポリマーを公知の方法によって共重合することで合成することが
できる。
【０１１９】
　ポリアミド系熱可塑性エラストマーの市販品としては、例えば、宇部興産（株）の「Ｕ
ＢＥＳＴＡ　ＸＰＡ」シリーズ（例えば、ＸＰＡ９０６３Ｘ１、ＸＰＡ９０５５Ｘ１、Ｘ
ＰＡ９０４８Ｘ２、ＸＰＡ９０４８Ｘ１、ＸＰＡ９０４０Ｘ１、ＸＰＡ９０４０Ｘ２ＸＰ
Ａ９０４４等）、ダイセル・エポニック（株）の「ベスタミド」シリーズ（例えば、Ｅ４
０－Ｓ３、Ｅ４７－Ｓ１、Ｅ４７－Ｓ３、Ｅ５５－Ｓ１、Ｅ５５－Ｓ３、ＥＸ９２００、
Ｅ５０－Ｒ２等）等を用いることができる。
【０１２０】
　ポリアミド系熱可塑性エラストマーは、弾性率（柔軟性）、強度等の観点からタイヤ骨
格体として要求される性能を満たすため、樹脂材料として好適である。また、ポリアミド
系熱可塑性エラストマーは、熱可塑性樹脂や熱可塑性エラストマーとの接着性も良好であ
ることが多い。
【０１２１】
－ポリスチレン系熱可塑性エラストマー
　ポリスチレン系熱可塑性エラストマーとしては、例えば、少なくともポリスチレンがハ
ードセグメントを形成し、他のポリマー（例えば、ポリブタジエン、ポリイソプレン、ポ
リエチレン、水添ポリブタジエン、水添ポリイソプレン等）が非晶性でガラス転移温度の
低いソフトセグメントを形成している材料が挙げられる。ハードセグメントを形成するポ
リスチレンとしては、例えば、公知のラジカル重合法、イオン性重合法等で得られるもの
が好ましく用いられ、具体的には、アニオンリビング重合を持つポリスチレンが挙げられ
る。また、ソフトセグメントを形成するポリマーとしては、例えば、ポリブタジエン、ポ
リイソプレン、ポリ（２，３－ジメチル－ブタジエン）等が挙げられる。
【０１２２】
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　ハードセグメントとソフトセグメントとの組合せとしては、上述で挙げたハードセグメ
ントとソフトセグメントとのそれぞれの組合せを挙げることができる。これらの中でも、
ハードセグメントとソフトセグメントとの組合せとしては、ポリスチレン／ポリブタジエ
ンの組合せ、又はポリスチレン／ポリイソプレンの組合せが好ましい。また、熱可塑性エ
ラストマーの意図しない架橋反応を抑制するため、ソフトセグメントは水素添加されてい
ることが好ましい。
【０１２３】
　ハードセグメントを形成するポリマー（ポリスチレン）の数平均分子量は、５０００～
５０００００が好ましく、１００００～２０００００がより好ましい。
　また、ソフトセグメントを形成するポリマーの数平均分子量としては、５０００～１０
０００００が好ましく、１００００～８０００００がより好ましく、３００００～５００
０００が更に好ましい。さらに、ハードセグメント（ｘ）及びソフトセグメント（ｙ）と
の体積比（ｘ：ｙ）は、成形性の観点から、５：９５～８０：２０が好ましく、１０：９
０～７０：３０がより好ましい。
【０１２４】
　ポリスチレン系熱可塑性エラストマーは、ハードセグメントを形成するポリマー及びソ
フトセグメントを形成するポリマーを公知の方法によって共重合することで合成すること
ができる。
　ポリスチレン系熱可塑性エラストマーとしては、例えば、スチレン－ブタジエン系共重
合体［ＳＢＳ（ポリスチレン－ポリ（ブチレン）ブロック－ポリスチレン）、ＳＥＢＳ（
ポリスチレン－ポリ（エチレン／ブチレン）ブロック－ポリスチレン）］、スチレン－イ
ソプレン共重合体（ポリスチレン－ポリイソプレンブロック－ポリスチレン）、スチレン
－プロピレン系共重合体［ＳＥＰ（ポリスチレン－（エチレン／プロピレン）ブロック）
、ＳＥＰＳ（ポリスチレン－ポリ（エチレン／プロピレン）ブロック－ポリスチレン）、
ＳＥＥＰＳ（ポリスチレン－ポリ（エチレン－エチレン／プロピレン）ブロック－ポリス
チレン）、ＳＥＢ（ポリスチレン（エチレン／ブチレン）ブロック）］等が挙げられる。
【０１２５】
　ポリスチレン系熱可塑性エラストマーの市販品としては、例えば、旭化成（株）製の「
タフテック」シリーズ（例えば、Ｈ１０３１、Ｈ１０４１、Ｈ１０４３、Ｈ１０５１、Ｈ
１０５２、Ｈ１０５３、Ｈ１０６２、Ｈ１０８２、Ｈ１１４１、Ｈ１２２１、Ｈ１２７２
等）、（株）クラレ製の「ＳＥＢＳ」シリーズ（８００７、８０７６等）、「ＳＥＰＳ」
シリーズ（２００２、２０６３等）等を用いることができる。
【０１２６】
－ポリウレタン系熱可塑性エラストマー－
　ポリウレタン系熱可塑性エラストマーとしては、例えば、少なくともポリウレタンが物
理的な凝集によって疑似架橋を形成しているハードセグメントを形成し、他のポリマーが
非晶性でガラス転移温度の低いソフトセグメントを形成している材料が挙げられる。
　ポリウレタン系熱可塑性エラストマーとしては、具体的には、ＪＩＳ　Ｋ６４１８：２
００７に規定されるポリウレタン系熱可塑性エラストマー（ＴＰＵ）が挙げられる。ポリ
ウレタン系熱可塑性エラストマーは、下記式Ａで表される単位構造を含むソフトセグメン
トと、下記式Ｂで表される単位構造を含むハードセグメントとを含む共重合体として表す
ことができる。
【０１２７】
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【化６】

【０１２８】
　上記式中、Ｐは、長鎖脂肪族ポリエーテル又は長鎖脂肪族ポリエステルを表す。Ｒは、
脂肪族炭化水素、脂環族炭化水素、又は芳香族炭化水素を表す。Ｐ’は、短鎖脂肪族炭化
水素、脂環族炭化水素、又は芳香族炭化水素を表す。
【０１２９】
　式Ａ中、Ｐで表される長鎖脂肪族ポリエーテル又は長鎖脂肪族ポリエステルとしては、
例えば、分子量５００～５０００のものを使用することができる。Ｐは、Ｐで表される長
鎖脂肪族ポリエーテル及び長鎖脂肪族ポリエステルを含むジオール化合物に由来する。こ
のようなジオール化合物としては、例えば、分子量が前記範囲内にある、ポリエチレング
リコール、ポリプロピレングリコール、ポリテトラメチレンエーテルグリコール、ポリ（
ブチレンアジベート）ジオール、ポリ－ε－カプロラクトンジオール、ポリ（ヘキサメチ
レンカーボネート）ジオール、ＡＢＡ型トリブロックポリエーテル等が挙げられる。
　これらは、単独で又は２種以上を組み合わせて用いることができる。
【０１３０】
　式Ａ及び式Ｂ中、Ｒは、Ｒで表される脂肪族炭化水素、脂環族炭化水素、又は芳香族炭
化水素を含むジイソシアネート化合物を用いて導入された部分構造である。Ｒで表される
脂肪族炭化水素を含む脂肪族ジイソシアネート化合物としては、例えば、１，２－エチレ
ンジイソシアネート、１，３－プロピレンジイソシアネート、１，４－ブタンジイソシア
ネート、１，６－ヘキサメチレンジイソシアネート等が挙げられる。
　また、Ｒで表される脂環族炭化水素を含むジイソシアネート化合物としては、例えば、
１，４－シクロヘキサンジイソシアネート、４，４－シクロヘキサンジイソシアネート等
が挙げられる。さらに、Ｒで表される芳香族炭化水素を含む芳香族ジイソシアネート化合
物としては、例えば、４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート、トリレンジイソシ
アネート等が挙げられる。
　これらは、単独で又は２種以上を組み合わせて用いることができる。
【０１３１】
　式Ｂ中、Ｐ’で表される短鎖脂肪族炭化水素、脂環族炭化水素、又は芳香族炭化水素と
しては、例えば、分子量５００未満のものを使用することができる。また、Ｐ’は、Ｐ’
で表される短鎖脂肪族炭化水素、脂環族炭化水素、又は芳香族炭化水素を含むジオール化
合物に由来する。Ｐ’で表される短鎖脂肪族炭化水素を含む脂肪族ジオール化合物として
は、例えば、グリコール及びポリアルキレングリコールが挙げられ、具体的には、エチレ
ングリコール、プロピレングリコール、トリメチレングリコール、１，４－ブタンジオー
ル、１，３－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、
１，７－ヘプタンジオール、１，８－オクタンジオール、１，９－ノナンジオール、１，
１０－デカンジオール等が挙げられる。
　また、Ｐ’で表される脂環族炭化水素を含む脂環族ジオール化合物としては、例えば、
シクロペンタン－１，２－ジオール、シクロヘキサン－１，２－ジオール、シクロヘキサ



(26) JP 6785196 B2 2020.11.18

10

20

30

40

50

ン－１，３－ジオール、シクロヘキサン－１，４－ジオール、シクロヘキサン－１，４－
ジメタノール等が挙げられる。
　さらに、Ｐ’で表される芳香族炭化水素を含む芳香族ジオール化合物としては、例えば
、ヒドロキノン、レゾルシン、クロロヒドロキノン、ブロモヒドロキノン、メチルヒドロ
キノン、フェニルヒドロキノン、メトキシヒドロキノン、フェノキシヒドロキノン、４，
４’－ジヒドロキシビフェニル、４，４’－ジヒドロキシジフェニルエーテル、４，４’
－ジヒドロキシジフェニルサルファイド、４，４’－ジヒドロキシジフェニルスルホン、
４，４’－ジヒドロキシベンゾフェノン、４，４’－ジヒドロキシジフェニルメタン、ビ
スフェノールＡ、１，１－ジ（４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサン、１，２－ビス
（４－ヒドロキシフェノキシ）エタン、１，４－ジヒドロキシナフタリン、２，６－ジヒ
ドロキシナフタリン等が挙げられる。
　これらは、単独で又は２種以上を組み合わせて用いることができる。
【０１３２】
　ハードセグメントを形成するポリマー（ポリウレタン）の数平均分子量は、溶融成形性
の観点から、３００～１５００が好ましい。また、ソフトセグメントを形成するポリマー
の数平均分子量としては、ポリウレタン系熱可塑性エラストマーの柔軟性及び熱安定性の
観点から、５００～２００００が好ましく、５００～５０００が更に好ましく、５００～
３０００が特に好ましい。また、ハードセグメント（ｘ）及びソフトセグメント（ｙ）と
の質量比（ｘ：ｙ）は、成形性の観点から、１５：８５～９０：１０が好ましく、３０：
７０～９０：１０が更に好ましい。
【０１３３】
　ポリウレタン系熱可塑性エラストマーは、ハードセグメントを形成するポリマー及びソ
フトセグメントを形成するポリマーを公知の方法によって共重合することで合成すること
ができる。ポリウレタン系熱可塑性エラストマーとしては、例えば、特開平５－３３１２
５６号公報に記載の熱可塑性ポリウレタンを用いることができる。
　ポリウレタン系熱可塑性エラストマーとしては、具体的には、芳香族ジオールと芳香族
ジイソシアネートとからなるハードセグメントと、ポリ炭酸エステルからなるソフトセグ
メントとの組合せが好ましく、より具体的には、トリレンジイソシアネート（ＴＤＩ）／
ポリエステル系ポリオール共重合体、ＴＤＩ／ポリエーテル系ポリオール共重合体、ＴＤ
Ｉ／カプロラクトン系ポリオール共重合体、ＴＤＩ／ポリカーボネート系ポリオール共重
合体、４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート（ＭＤＩ）／ポリエステル系ポリオ
ール共重合体、ＭＤＩ／ポリエーテル系ポリオール共重合体、ＭＤＩ／カプロラクトン系
ポリオール共重合体、ＭＤＩ／ポリカーボネート系ポリオール共重合体、及びＭＤＩ＋ヒ
ドロキノン／ポリヘキサメチレンカーボネート共重合体から選ばれる少なくとも１種が好
ましく、ＴＤＩ／ポリエステル系ポリオール共重合体、ＴＤＩ／ポリエーテル系ポリオー
ル共重合体、ＭＤＩ／ポリエステルポリオール共重合体、ＭＤＩ／ポリエーテル系ポリオ
ール共重合体、及びＭＤＩ＋ヒドロキノン／ポリヘキサメチレンカーボネート共重合体か
ら選ばれる少なくとも１種が更に好ましい。
【０１３４】
　また、ポリウレタン系熱可塑性エラストマーの市販品としては、例えば、ＢＡＳＦ社製
の「エラストラン」シリーズ（例えば、ＥＴ６８０、ＥＴ８８０、ＥＴ６９０、ＥＴ８９
０等）、（株）クラレ社製「クラミロンＵ」シリーズ（例えば、２０００番台、３０００
番台、８０００番台、９０００番台等）、日本ミラクトラン（株）製の「ミラクトラン」
シリーズ（例えば、ＸＮ－２００１、ＸＮ－２００４、Ｐ３９０ＲＳＵＰ、Ｐ４８０ＲＳ
ＵＩ、Ｐ２６ＭＲＮＡＴ、Ｅ４９０、Ｅ５９０、Ｐ８９０等）等を用いることができる。
【０１３５】
－オレフィン系熱可塑性エラストマー－
　オレフィン系熱可塑性エラストマーとしては、例えば、少なくともポリオレフィンが結
晶性で融点の高いハードセグメントを形成し、他のポリマー（例えば、ポリオレフィン、
他のポリオレフィン、ポリビニル化合物等）が非晶性でガラス転移温度の低いソフトセグ
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メントを形成している材料が挙げられる。ハードセグメントを形成するポリオレフィンと
しては、例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン、アイソタクチックポリプロピレン、ポ
リブテン等が挙げられる。
　オレフィン系熱可塑性エラストマーとしては、例えば、オレフィン－α－オレフィンラ
ンダム共重合体、オレフィンブロック共重合体等が挙げられ、具体的には、プロピレンブ
ロック共重合体、エチレン－プロピレン共重合体、プロピレン－１－ヘキセン共重合体、
プロピレン－４－メチル－１ペンテン共重合体、プロピレン－１－ブテン共重合体、エチ
レン－１－ヘキセン共重合体、エチレン－４－メチル－ペンテン共重合体、エチレン－１
－ブテン共重合体、１－ブテン－１－ヘキセン共重合体、１－ブテン－４－メチル－ペン
テン、エチレン－メタクリル酸共重合体、エチレン－メタクリル酸メチル共重合体、エチ
レン－メタクリル酸エチル共重合体、エチレン－メタクリル酸ブチル共重合体、エチレン
－メチルアクリレート共重合体、エチレン－エチルアクリレート共重合体、エチレン－ブ
チルアクリレート共重合体、プロピレン－メタクリル酸共重合体、プロピレン－メタクリ
ル酸メチル共重合体、プロピレン－メタクリル酸エチル共重合体、プロピレン－メタクリ
ル酸ブチル共重合体、プロピレン－メチルアクリレート共重合体、プロピレン－エチルア
クリレート共重合体、プロピレン－ブチルアクリレート共重合体、エチレン－酢酸ビニル
共重合体、プロピレン－酢酸ビニル共重合体等が挙げられる。
【０１３６】
　これらの中でも、オレフィン系熱可塑性エラストマーとしては、プロピレンブロック共
重合体、エチレン－プロピレン共重合体、プロピレン－１－ヘキセン共重合体、プロピレ
ン－４－メチル－１ペンテン共重合体、プロピレン－１－ブテン共重合体、エチレン－１
－ヘキセン共重合体、エチレン－４－メチル－ペンテン共重合体、エチレン－１－ブテン
共重合体、エチレン－メタクリル酸共重合体、エチレン－メタクリル酸メチル共重合体、
エチレン－メタクリル酸エチル共重合体、エチレン－メタクリル酸ブチル共重合体、エチ
レン－メチルアクリレート共重合体、エチレン－エチルアクリレート共重合体、エチレン
－ブチルアクリレート共重合体、プロピレン－メタクリル酸共重合体、プロピレン－メタ
クリル酸メチル共重合体、プロピレン－メタクリル酸エチル共重合体、プロピレン－メタ
クリル酸ブチル共重合体、プロピレン－メチルアクリレート共重合体、プロピレン－エチ
ルアクリレート共重合体、プロピレン－ブチルアクリレート共重合体、エチレン－酢酸ビ
ニル共重合体、及びプロピレン－酢酸ビニル共重合体から選ばれる少なくとも１種が好ま
しく、エチレン－プロピレン共重合体、プロピレン－１－ブテン共重合体、エチレン－１
－ブテン共重合体、エチレン－メタクリル酸メチル共重合体、エチレン－メチルアクリレ
ート共重合体、エチレン－エチルアクリレート共重合体、及びエチレン－ブチルアクリレ
ート共重合体から選ばれる少なくとも１種が更に好ましい。
　また、エチレンとプロピレンといったように２種以上のオレフィン樹脂を組み合わせて
用いてもよい。また、オレフィン系熱可塑性エラストマー中のオレフィン樹脂含有率は、
５０質量％以上１００質量％以下が好ましい。
【０１３７】
　オレフィン系熱可塑性エラストマーの数平均分子量は、５０００～１０００００００で
あることが好ましい。オレフィン系熱可塑性エラストマーの数平均分子量が５０００～１
０００００００であると、熱可塑性樹脂材料の機械的物性が十分であり、加工性にも優れ
る。同様の観点から、オレフィン系熱可塑性エラストマーの数平均分子量は、７０００～
１００００００であることが更に好ましく、１００００～１００００００が特に好ましい
。これにより、熱可塑性樹脂材料の機械的物性及び加工性を更に向上させることができる
。また、ソフトセグメントを形成するポリマーの数平均分子量としては、強靱性及び低温
柔軟性の観点から、２００～６０００が好ましい。更に、ハードセグメント（ｘ）及びソ
フトセグメント（ｙ）との質量比（ｘ：ｙ）は、成形性の観点から、５０：５０～９５：
１５が好ましく、５０：５０～９０：１０が更に好ましい。
　オレフィン系熱可塑性エラストマーは、公知の方法によって共重合することで合成する
ことができる。
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【０１３８】
　また、オレフィン系熱可塑性エラストマーとしては、熱可塑性エラストマーを酸変性し
てなるものを用いてもよい。
　「オレフィン系熱可塑性エラストマーを酸変性してなるもの」とは、オレフィン系熱可
塑性エラストマーに、カルボン酸基、硫酸基、燐酸基等の酸性基を有する不飽和化合物を
結合させることをいう。
　オレフィン系熱可塑性エラストマーに、カルボン酸基、硫酸基、燐酸基等の酸性基を有
する不飽和化合物を結合させることとしては、例えば、オレフィン系熱可塑性エラストマ
ーに、酸性基を有する不飽和化合物として、不飽和カルボン酸（一般的には、無水マレイ
ン酸）の不飽和結合部位を結合（例えば、グラフト重合）させることが挙げられる。
　酸性基を有する不飽和化合物としては、オレフィン系熱可塑性エラストマーの劣化抑制
の観点からは、弱酸基であるカルボン酸基を有する不飽和化合物が好ましく、例えば、ア
クリル酸、メタクリル酸、イタコン酸、クロトン酸、イソクロトン酸、マレイン酸等が挙
げられる。
【０１３９】
　オレフィン系熱可塑性エラストマーの市販品としては、例えば、三井化学（株）製の「
タフマー」シリーズ（例えば、Ａ０５５０Ｓ、Ａ１０５０Ｓ、Ａ４０５０Ｓ、Ａ１０７０
Ｓ、Ａ４０７０Ｓ、Ａ３５０７０Ｓ、Ａ１０８５Ｓ、Ａ４０８５Ｓ、Ａ７０９０、Ａ７０
０９０、ＭＨ７００７、ＭＨ７０１０、ＸＭ－７０７０、ＸＭ－７０８０、ＢＬ４０００
、ＢＬ２４８１、ＢＬ３１１０、ＢＬ３４５０、Ｐ－０２７５、Ｐ－０３７５、Ｐ－０７
７５、Ｐ－０１８０、Ｐ－０２８０、Ｐ－０４８０、Ｐ－０６８０等）、三井・デュポン
ポリケミカル（株）製の「ニュクレル」シリーズ（例えば、ＡＮ４２１４Ｃ、ＡＮ４２２
５Ｃ、ＡＮ４２１１５Ｃ、Ｎ０９０３ＨＣ、Ｎ０９０８Ｃ、ＡＮ４２０１２Ｃ、Ｎ４１０
、Ｎ１０５０Ｈ、Ｎ１１０８Ｃ、Ｎ１１１０Ｈ、Ｎ１２０７Ｃ、Ｎ１２１４、ＡＮ４２２
１Ｃ、Ｎ１５２５、Ｎ１５６０、Ｎ０２００Ｈ、ＡＮ４２２８Ｃ、ＡＮ４２１３Ｃ、Ｎ０
３５Ｃ）等、「エルバロイＡＣ」シリーズ（例えば、１１２５ＡＣ、１２０９ＡＣ、１２
１８ＡＣ、１６０９ＡＣ、１８２０ＡＣ、１９１３ＡＣ、２１１２ＡＣ、２１１６ＡＣ、
２６１５ＡＣ、２７１５ＡＣ、３１１７ＡＣ、３４２７ＡＣ、３７１７ＡＣ等）、住友化
学（株）の「アクリフト」シリーズ、「エバテート」シリーズ等、東ソー（株）製の「ウ
ルトラセン」シリーズ等、プライムポリマー製の「プライムＴＰＯ」シリーズ（例えば、
Ｅ－２９００Ｈ、Ｆ－３９００Ｈ、Ｅ－２９００、Ｆ－３９００、Ｊ－５９００、Ｅ－２
９１０、Ｆ－３９１０、Ｊ－５９１０、Ｅ－２７１０、Ｆ－３７１０、Ｊ－５９１０、Ｅ
－２７４０、Ｆ－３７４０、Ｒ１１０ＭＰ、Ｒ１１０Ｅ、Ｔ３１０Ｅ、Ｍ１４２Ｅ等）等
も用いることができる。
【０１４０】
－ポリエステル系熱可塑性エラストマー－
　ポリエステル系熱可塑性エラストマーとしては、例えば、少なくともポリエステルが結
晶性で融点の高いハードセグメントを形成し、他のポリマー（例えば、ポリエステル又は
ポリエーテル等）が非晶性でガラス転移温度の低いソフトセグメントを形成している材料
が挙げられる。
【０１４１】
　ハードセグメントを形成するポリエステルとしては、芳香族ポリエステルを用いること
ができる。芳香族ポリエステルは、例えば、芳香族ジカルボン酸又はそのエステル形成性
誘導体と脂肪族ジオールとから形成することができる。芳香族ポリエステルは、好ましく
は、テレフタル酸及びジメチルテレフタレートの少なくとも１種と、１，４－ブタンジオ
ールと、から誘導されるポリブチレンテレフタレートである。また、芳香族ポリエステル
は、例えば、イソフタル酸、フタル酸、ナフタレン－２，６－ジカルボン酸、ナフタレン
－２，７－ジカルボン酸、ジフェニル－４，４’－ジカルボン酸、ジフェノキシエタンジ
カルボン酸、５－スルホイソフタル酸、若しくはこれらのエステル形成性誘導体等のジカ
ルボン酸成分と、分子量３００以下のジオール（例えば、エチレングリコール、トリメチ
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レングリコール、ペンタメチレングリコール、ヘキサメチレングリコール、ネオペンチル
グリコール、デカメチレングリコール等の脂肪族ジオール；１，４－シクロヘキサンジメ
タノール、トリシクロデカンジメチロール等の脂環式ジオール；キシリレングリコール、
ビス（ｐ－ヒドロキシ）ジフェニル、ビス（ｐ－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２
－ビス［４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル］プロパン、ビス［４－（２－ヒドロ
キシ）フェニル］スルホン、１，１－ビス［４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル］
シクロヘキサン、４，４’－ジヒドロキシ－ｐ－ターフェニル、４，４’－ジヒドロキシ
－ｐ－クオーターフェニル等の芳香族ジオール；等）と、から誘導されるポリエステル、
又はこれらのジカルボン酸成分及びジオール成分を２種以上併用した共重合ポリエステル
であってもよい。また、３官能以上の多官能カルボン酸成分、多官能オキシ酸成分、多官
能ヒドロキシ成分等を５モル％以下の範囲で共重合することも可能である。
　ハードセグメントを形成するポリエステルとしては、例えば、ポリエチレンテレフタレ
ート、ポリブチレンテレフタレート、ポリメチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタ
レート、ポリブチレンナフタレート等が挙げられ、ポリブチレンテレフタレートが好まし
い。
【０１４２】
　また、ソフトセグメントを形成するポリマーとしては、例えば、脂肪族ポリエステル、
脂肪族ポリエーテル等が挙げられる。
　脂肪族ポリエーテルとしては、ポリ（エチレンオキシド）グリコール、ポリ（プロピレ
ンオキシド）グリコール、ポリ（テトラメチレンオキシド）グリコール、ポリ（ヘキサメ
チレンオキシド）グリコール、エチレンオキシドとプロピレンオキシドとの共重合体、ポ
リ（プロピレンオキシド）グリコールのエチレンオキシド付加重合体、エチレンオキシド
とテトラヒドロフランとの共重合体等が挙げられる。
　脂肪族ポリエステルとしては、ポリ（ε－カプロラクトン）、ポリエナントラクトン、
ポリカプリロラクトン、ポリブチレンアジペート、ポリエチレンアジペート等が挙げられ
る。
　これらの脂肪族ポリエーテル及び脂肪族ポリエステルの中でも、得られるポリエステル
ブロック共重合体の弾性特性の観点から、ソフトセグメントを形成するポリマーとしては
、ポリ（テトラメチレンオキシド）グリコール、ポリ（プロピレンオキシド）グリコール
のエチレンオキシド付加物、ポリ（ε－カプロラクトン）、ポリブチレンアジペート、ポ
リエチレンアジペート等が好ましい。
【０１４３】
　また、ソフトセグメントを形成するポリマーの数平均分子量は、強靱性及び低温柔軟性
の観点から、３００～６０００が好ましい。さらに、ハードセグメント（ｘ）とソフトセ
グメント（ｙ）との質量比（ｘ：ｙ）は、成形性の観点から、９９：１～２０：８０が好
ましく、９８：２～３０：７０が更に好ましい。
【０１４４】
　上述のハードセグメントとソフトセグメントとの組合せとしては、例えば、上述で挙げ
たハードセグメントとソフトセグメントとのそれぞれの組合せを挙げることができる。こ
れらの中でも、上述のハードセグメントとソフトセグメントとの組合せとしては、ハード
セグメントがポリブチレンテレフタレートであり、ソフトセグメントが脂肪族ポリエーテ
ルである組み合わせが好ましく、ハードセグメントがポリブチレンテレフタレートであり
、ソフトセグメントがポリ（エチレンオキシド）グリコールである組み合わせが更に好ま
しい。
【０１４５】
　ポリエステル系熱可塑性エラストマーの市販品としては、例えば、東レ・デュポン（株
）製の「ハイトレル」シリーズ（例えば、３０４６、５５５７、６３４７、４０４７、４
７６７等）、東洋紡（株）製の「ペルプレン」シリーズ（例えば、Ｐ３０Ｂ、Ｐ４０Ｂ、
Ｐ４０Ｈ、Ｐ５５Ｂ、Ｐ７０Ｂ、Ｐ１５０Ｂ、Ｐ２８０Ｂ、Ｐ４５０Ｂ、Ｐ１５０Ｍ、Ｓ
１００１、Ｓ２００１、Ｓ５００１、Ｓ６００１、Ｓ９００１等）等を用いることができ
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る。
【０１４６】
　ポリエステル系熱可塑性エラストマーは、ハードセグメントを形成するポリマー及びソ
フトセグメントを形成するポリマーを公知の方法によって共重合することで合成すること
ができる。
【０１４７】
－他の成分－
　弾性材料（ゴム材料又は樹脂材料）は、所望に応じて、ゴム又は樹脂以外の他の成分を
含んでもよい。他の成分としては、例えば、樹脂、ゴム、各種充填剤（例えば、シリカ、
炭酸カルシウム、クレイ）、老化防止剤、オイル、可塑剤、着色剤、耐候剤、補強材等が
挙げられる。
【０１４８】
－弾性材料の物性－
　弾性材料として樹脂材料を用いる場合（つまり樹脂タイヤ用のタイヤ骨格体の場合）、
樹脂材料に含まれる樹脂の融点は、例えば１００℃～３５０℃程度が挙げられ、タイヤの
耐久性及び生産性の観点から、１００℃～２５０℃程度が好ましく、１２０℃～２５０℃
が更に好ましい。
【０１４９】
　弾性材料（タイヤ骨格体）自体のＪＩＳ　Ｋ７１１３：１９９５に規定される引張弾性
率は、５０ＭＰａ～１０００ＭＰａが好ましく、５０ＭＰａ～８００ＭＰａが更に好まし
く、５０ＭＰａ～７００ＭＰａが特に好ましい。弾性材料の引張弾性率が、５０ＭＰａ～
１０００ＭＰａであると、タイヤ骨格の形状を保持しつつ、リム組みを効率的に行なうこ
とができる。
【０１５０】
　弾性材料（タイヤ骨格体）自体のＪＩＳ　Ｋ７１１３（１９９５）に規定される引張強
さは、通常、１５ＭＰａ～７０ＭＰａ程度であり、１７ＭＰａ～６０ＭＰａが好ましく、
２０ＭＰａ～５５ＭＰａが更に好ましい。
【０１５１】
　弾性材料（タイヤ骨格体）自体のＪＩＳ　Ｋ７１１３（１９９５）に規定される引張降
伏強さは、５ＭＰａ以上が好ましく、５ＭＰａ～２０ＭＰａが更に好ましく、５ＭＰａ～
１７ＭＰａが特に好ましい。弾性材料の引張降伏強さが、５ＭＰａ以上であると、走行時
等にタイヤにかかる荷重に対する変形に耐えることができる。
【０１５２】
　弾性材料（タイヤ骨格体）自体のＪＩＳ　Ｋ７１１３（１９９５）に規定される引張降
伏伸びは、１０％以上が好ましく、１０％～７０％が更に好ましく、１５％～６０％が特
に好ましい。弾性材料の引張降伏伸びが、１０％以上であると、弾性領域が大きく、リム
組み性を良好にすることができる。
【０１５３】
　弾性材料（タイヤ骨格体）自体のＪＩＳ　Ｋ７１１３（１９９５）に規定される引張破
断伸びは、５０％以上が好ましく、１００％以上が更に好ましく、１５０％以上が特に好
ましく、２００％以上が最も好ましい。弾性材料の引張破断伸びが、５０％以上であると
、リム組み性が良好であり、衝突に対して破壊し難くすることができる。
【０１５４】
　弾性材料（タイヤ骨格体）自体のＩＳＯ　７５－２又はＡＳＴＭ　Ｄ６４８に規定され
る荷重たわみ温度（０．４５ＭＰａ荷重時）は、５０℃以上が好ましく、５０℃～１５０
℃が更に好ましく、５０℃～１３０℃が特に好ましい。弾性材料の荷重たわみ温度が、５
０℃以上であると、タイヤの製造において加硫を行う場合であってもタイヤ骨格体の変形
を抑制するこができる。
【０１５５】
　なお、弾性材料としてゴム材料を用いる場合、ゴム材料としては、通常のゴムタイヤで
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使用されている材料が使用でき、特に限定されるものではない。
【０１５６】
＜タイヤの構造＞
　以下、図面に従って、本発明の実施形態に係るタイヤについて説明する。
【０１５７】
　なお、以下に示す各図（図１Ａ、図１Ｂ、図２、及び図３）は、模式的に示した図であ
り、各部の大きさ及び形状は、理解を容易にするために、適宜誇張して示している。また
、以下の実施形態では樹脂金属複合部材をベルト部に適用しているが、ベルト部に加えて
ビード部等のその他の部位に樹脂金属複合部材を適用してもよい。
【０１５８】
　（第一の実施形態）
　まず、図１Ａ及び図１Ｂを参照しながら、本発明の第一の実施形態に係るタイヤ１０に
ついて説明する。
　図１Ａは、第一の実施形態に係るタイヤの一部の断面を示す斜視図である。図１Ｂは、
リムに装着したビード部の断面図である。図１Ａに示すように、第一の実施形態に係るタ
イヤ１０は、従来の一般的なゴム製の空気入りタイヤと略同様の断面形状を呈している。
【０１５９】
　タイヤ１０は、リム２０のビードシート２１とリムフランジ２２とに接触する１対のビ
ード部１２と、ビード部１２からタイヤ径方向外側に延びるサイド部１４と、一方のサイ
ド部１４のタイヤ径方向外側端と他方のサイド部１４のタイヤ径方向外側端とを連結する
クラウン部（外周部）１６と、からなるタイヤ骨格体１７を備えている。タイヤ骨格体１
７は、樹脂材料（例えば、ポリアミド系熱可塑性エラストマー）を用いて形成されている
。ただし、ゴム材料を用いて形成することもできる。
【０１６０】
　タイヤ骨格体１７は、一つのビード部１２と一つのサイド部１４と半幅のクラウン部１
６とを一体として射出成形された同一形状の円環状のタイヤ骨格体半体（タイヤ骨格片）
１７Ａを互いに向かい合わせ、タイヤ赤道面部分で接合することにより形成されている。
【０１６１】
　ビード部１２には、従来の一般的な空気入りタイヤと同様に、スチールコードからなる
円環状のビードコア１８が埋設されている。また、ビード部１２のリム２０と接触する部
分や、少なくともリム２０のリムフランジ２２と接触する部分には、タイヤ骨格体１７を
構成する樹脂材料よりもシール性に優れた材料であるゴムからなる円環状のシール層２４
が形成されている。
【０１６２】
　クラウン部１６には、補強コードである樹脂金属複合部材２６が、タイヤ骨格体１７の
軸方向に沿った断面視で、少なくとも一部がクラウン部１６に埋設された状態で、タイヤ
骨格体１７の周方向に螺旋状に巻回されている。また、樹脂金属複合部材２６のタイヤ径
方向外周側には、タイヤ骨格体１７を構成する樹脂材料よりも耐摩耗性に優れた材料であ
るゴムからなるトレッド３０が配置されている。なお、樹脂金属複合部材２６の詳細につ
いては、後述する。
【０１６３】
　本発明の第一の実施形態に係るタイヤ１０では、タイヤ骨格体１７が樹脂材料で形成さ
れているが、ゴム材料を用いて形成することもできる。タイヤ骨格体半体１７Ａは左右対
称形状、即ち、一方のタイヤ骨格体半体１７Ａと他方のタイヤ骨格体Ａとが同一形状であ
るので、タイヤ骨格体半体１７Ａを成形する金型が１種類で済むというメリットがある。
【０１６４】
　なお、本発明の第一の実施形態に係るタイヤ１０では、タイヤ骨格体１７は、単一の樹
脂材料で形成されているが、このような態様に限定されず、従来の一般的なゴム製の空気
入りタイヤと同様に、タイヤ骨格体１７の各部位（例えば、サイド部１４、クラウン部１
６、ビード部１２等）毎に異なる特徴を有する樹脂材料を用いてもよい。なお、タイヤ骨
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格体１７を単一のゴム材料で形成することも、またタイヤ骨格体１７の各部位（例えば、
サイド部１４、クラウン部１６、ビード部１２等）毎に異なる特徴を有するゴム材料を用
いて形成することもできる。また、タイヤ骨格体１７の各部位（例えば、サイド部１４、
クラウン部１６、ビード部１２等）に、補強材（高分子材料や金属製の繊維、コード、不
織布、織布等）を埋設配置し、該補強材でタイヤ骨格体１７を補強してもよい。
【０１６５】
　本発明の第一の実施形態に係るタイヤ１０では、タイヤ骨格体半体１７Ａが射出成形に
より成形されているが、これに限定されず、例えば、真空成形、圧空成形、メルトキャス
ティング等により成形されていてもよい。また、第一の実施形態に係るタイヤ１０では、
タイヤ骨格体１７は、２つの部材（タイヤ骨格体半体１７Ａ）を接合して形成されている
が、これに限定されず、低融点金属を用いた溶融中子方式、割り中子方式、又はブロー成
形によってタイヤ骨格体を１つの部材としてもよく、３つ以上の部材を接合して形成され
ていてもよい。
【０１６６】
　タイヤ１０のビード部１２には、スチールコード等の金属製のコードからなる円環状の
ビードコア１８が埋設されている。なお、ビードコア１８を含む部材として、前述の本発
明に係る樹脂金属複合部材を用いることができる。
　また、ビードコア１８は、スチールコード以外に、有機繊維コード、樹脂被覆した有機
繊維コード、又は硬質樹脂で形成されていてもよい。なお、ビードコア１８は、ビード部
１２の剛性が確保され、リム２０との嵌合に問題がないのであれば、省略してもよい。
　ビード部１２のリム２０と接触する部分や、少なくともリム２０のリムフランジ２２と
接触する部分には、ゴムからなる円環状のシール層２４が形成されている。シール層２４
は、タイヤ骨格体１７（ビード部１２）とビードシート２１とが接触する部分にも形成さ
れていてもよい。シール層２４の形成材料としてゴムを用いる場合には、従来の一般的な
ゴム製の空気入りタイヤのビード部外面に用いられているゴムと同種のゴムを用いること
が好ましい。なお、タイヤ骨格体１７を樹脂材料で形成する場合、ゴムのシール層２４は
、タイヤ骨格体１７を形成する樹脂材料のみでリム２０との間のシール性が確保できるの
であれば、省略してもよい。
【０１６７】
　シール層２４は、タイヤ骨格体１７を形成する樹脂材料よりもシール性に優れる他の熱
可塑性樹脂又は熱可塑性エラストマーを用いて形成されてもよい。このような他の熱可塑
性樹脂としては、ポリウレタン系樹脂、オレフィン系樹脂、ポリスチレン系樹脂、ポリエ
ステル系樹脂等の樹脂や、これら樹脂とゴム若しくはエラストマーとのブレンド物等が挙
げられる。また、熱可塑性エラストマーを用いることもでき、例えば、ポリエステル系熱
可塑性エラストマー、ポリウレタン系熱可塑性エラストマー、オレフィン系熱可塑性エラ
ストマー、又はこれらエラストマー同士の組み合わせや、ゴムとのブレンド物等が挙げら
れる。
【０１６８】
　次に、図２を参照しながら、樹脂金属複合部材２６で形成される補強ベルト部材につい
て説明する。なお、この樹脂金属複合部材２６に、前述の本発明に係る樹脂金属複合部材
を用いることができる。
　図２は、第一の実施形態に係るタイヤ１０のタイヤ回転軸に沿った断面図であり、樹脂
金属複合部材２６がタイヤ骨格体１７のクラウン部に埋設された状態を示す。
　図２に示すように、樹脂金属複合部材２６は、タイヤ骨格体１７の軸方向に沿った断面
視で、その少なくとも一部がクラウン部１６に埋設された状態で螺旋状に巻回されている
。そして、樹脂金属複合部材２６のクラウン部１６に埋設された部分は、クラウン部１６
（タイヤ骨格体１７）を構成する弾性材料（ゴム材料又は樹脂材料）と密着した状態とな
っている。図２におけるＬは、クラウン部１６（タイヤ骨格体１７）に対する樹脂金属複
合部材２６のタイヤ回転軸方向への埋設深さを示す。ある実施態様では、樹脂金属複合部
材２６のクラウン部１６に対する埋設深さＬは、樹脂金属複合部材２６の直径Ｄの１／２
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である。
【０１６９】
　樹脂金属複合部材２６は、金属部材２７（例えば、スチール繊維を撚ったスチールコー
ド）を芯として、金属部材２７の外周が、接着層２５を介して、被覆樹脂層２８で被覆さ
れた構造を有している。
　樹脂金属複合部材２６のタイヤ径方向外周側には、ゴム製のトレッド３０が配置されて
いる。また、トレッド３０には、従来のゴム製の空気入りタイヤと同様に、路面との接地
面に複数の溝からなるトレッドパターンが形成されている。
【０１７０】
　ある実施態様では、タイヤ１０では、熱可塑性エラストマーを含む被覆樹脂層２８で被
覆した樹脂金属複合部材２６が、同種の熱可塑性エラストマーを含む樹脂材料で形成され
ているタイヤ骨格体１７に密着した状態で埋設されている。そのため、金属部材２７を被
覆する被覆樹脂層２８とタイヤ骨格体１７との接触面積が大きくなり、樹脂金属複合部材
２６とタイヤ骨格体１７との接着耐久性が向上し、その結果、タイヤの耐久性が優れたも
のとなる。
【０１７１】
　樹脂金属複合部材２６のクラウン部１６に対する埋設深さＬは、樹脂金属複合部材２６
の直径Ｄの１／５以上であれば好ましく、１／２を超えることがより好ましい。そして、
樹脂金属複合部材２６の全体がクラウン部１６に埋設されることが更に好ましい。樹脂金
属複合部材２６の埋設深さＬが、樹脂金属複合部材２６の直径Ｄの１／２を超えると、樹
脂金属複合部材２６の寸法上、埋設部から飛び出し難くなる。そして、樹脂金属複合部材
２６の全体がクラウン部１６に埋設されると、表面（外周面）がフラットになり、樹脂金
属複合部材２６が埋設されたクラウン部１６上に部材が載置された場合であっても、樹脂
金属複合部材２６の周辺部に空気が入るのを抑制することができる。
【０１７２】
　本発明の第一の実施形態に係るタイヤ１０では、トレッド３０がゴムで形成されている
が、ゴムの代わりに、耐摩耗性に優れる熱可塑性樹脂材料で形成したトレッドを用いても
よい。
【０１７３】
　・樹脂金属複合部材２６
　ここで、本発明の樹脂金属複合部材を、樹脂金属複合部材２６として用いる態様につい
て説明する。
　例えば、一本又は複数本のコード状の樹脂金属複合部材がタイヤ骨格体の外周部に、タ
イヤの周方向に沿って配置されて形成されたベルト層、複数のコード状の樹脂金属複合部
材がタイヤの周方向に対して角度を有し、互いに交錯するように配置された交錯ベルト層
等として用いることができる。
【０１７４】
　樹脂金属複合部材は、樹脂金属複合部材において、隣り合う金属部材間の平均距離が４
００μｍ～３２００μｍであるように配置されることが好ましく、６００μｍ～２２００
μｍであるように配置されることがより好ましく、８００μｍ～１５００μｍであるよう
に配置されることが更に好ましい。隣り合う樹脂金属複合部材の金属部材間の平均距離が
４００μｍ以上であると、タイヤの重量増加が抑制されて走行時の燃費性に優れる傾向に
ある。隣接する樹脂金属複合部材の金属部材間の平均距離が３２００μｍ以下であると、
充分なタイヤ補強効果が得られる傾向にある。
【０１７５】
　本明細書において「隣り合う樹脂金属複合部材」とは、ある樹脂金属複合部材と、当該
樹脂金属複合部材に最も近い位置にある他の樹脂金属複合部材とのことをいい、互いに異
なる樹脂金属複合部材が隣り合っている場合と、同じ樹脂金属複合部材の異なる部位が隣
り合っている場合（例えば、一本の樹脂金属複合部材をタイヤ骨格体の外周に複数回巻き
つけた場合）の双方が含まれる。
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【０１７６】
　本明細書において「金属部材間の平均距離」は、以下の式により求められる値とする。
　式：金属部材間の平均距離＝{ベルト部の幅－（金属部材の太さ×ｎ）}／（ｎ－１）
　上記「ベルト部」とは、タイヤ骨格体の外周部に樹脂金属複合部材が配置されている部
分を意味する。
　上記式において「ｎ」は、樹脂金属複合部材が配置されたタイヤ骨格体をタイヤの径方
向に垂直な方向に切断して得られる断面において観察される樹脂金属複合部材の数である
。
　上記式において「ベルト部の幅」は、上記断面において観察される樹脂金属複合部材の
うち、ベルト部の両端部（タイヤ骨格体のセンターラインから左右方向にそれぞれ最も離
れた位置）にある樹脂金属複合部材の間の長さであって、タイヤ骨格体の外周面に沿った
長さを意味する。
　上記式において「金属部材の太さ」は、任意に選択した５箇所における太さの測定値の
数平均値とする。太さの測定値は、金属部材が１本の金属コードからなる場合は、金属部
材の断面の最大径（金属部材の断面の輪郭線上で任意に選択される２点間の距離が最大と
なるときの当該２点間の距離）とする。金属部材が複数の金属コードからなる場合は、金
属部材の断面に観察される複数の金属コードの断面が全て含まれる円のうち最も小さい円
の直径とする。
　なお、太さの異なる金属部材がベルト部に含まれている場合は、最も太い金属部材の太
さを「金属部材の太さ」とする。
【０１７７】
　ついで、本発明の第一の実施形態に係るタイヤの製造方法について説明する。
［タイヤ骨格体成形工程］
　まず、薄い金属の支持リングに支持されたタイヤ骨格体半体同士を互いに向かい合わせ
る。次に、タイヤ骨格体半体の突き当て部分の外周面と接するように、接合金型を設置す
る。ここで、上記接合金型は、タイヤ骨格体半体の接合部（突き当て部分）周辺を所定の
圧力で押圧するように構成されている（図示せず）。次に、タイヤ骨格体半体の接合部周
辺を、タイヤ骨格体を形成する熱可塑性樹脂材料（本実施形態では、ポリアミド系熱可塑
性エラストマー）の融点（又は軟化点）以上で押圧する。タイヤ骨格体半体の接合部が接
合金型によって加熱・加圧されると、上記接合部が溶融し、タイヤ骨格体半体同士が融着
し、これら部材が一体となってタイヤ骨格体１７が形成される。
【０１７８】
［樹脂コード部材成形工程］
　次に、樹脂コード部材を本発明に係る樹脂金属複合部材で形成する、樹脂コード部材成
形工程について説明する。
　まず、例えば、リールから金属部材２７を巻出し、その表面を洗浄する。次に、金属部
材２７の外周を、押出機から押し出した接着剤（例えば極性官能基を有するポリエステル
系熱可塑性エラストマー及びスチレン系エラストマーを含む接着剤）で被覆して、接着層
２５となる層を形成する。さらにその上を、押出機から押し出した樹脂（例えば熱可塑性
エラストマー）で被覆することで、金属部材２７の外周が接着層２５を介して被覆樹脂層
２８で被覆された樹脂金属複合部材２６を形成する。そして、得られた樹脂金属複合部材
２６をリール５８に巻き取る。
【０１７９】
［樹脂コード部材巻回工程］
　次に、図３を参照しながら、樹脂コード部材巻回工程について説明する。図３は、樹脂
コード部材加熱装置及びローラ類を用いてタイヤ骨格体のクラウン部に樹脂コード部材を
設置する動作を説明するための説明図である。図３において、樹脂コード部材供給装置５
６は、樹脂金属複合部材２６を巻き付けたリール５８と、リール５８のコード搬送方向下
流側に配置された、樹脂コード部材加熱装置５９と、樹脂金属複合部材２６の搬送方向下
流側に配置された第１のローラ６０と、第１のローラ６０をタイヤ外周面に対して接離す
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る方向に移動する第１のシリンダ装置６２と、第１のローラ６０の樹脂金属複合部材２６
の搬送方向下流側に配置される第２のローラ６４と、第２のローラ６４をタイヤ外周面に
対して接離する方向に移動する第２のシリンダ装置６６と、を備えている。第２のローラ
６４は、金属製の冷却用ローラとして利用することができる。また、第１のローラ６０又
は第２のローラ６４の表面は、溶融又は軟化した樹脂材料の付着を抑制するために、フッ
素樹脂（本実施形態では、テフロン（登録商標））でコーティングされている。以上によ
り、加熱された樹脂コード部材は、タイヤ骨格体のケース樹脂に強固に一体化される。
【０１８０】
　樹脂コード部材加熱装置５９は、熱風を生じさせるヒーター７０及びファン７２を備え
ている。また、樹脂コード部材加熱装置５９は、内部に熱風が供給される、内部空間を樹
脂金属複合部材２６が通過する加熱ボックス７４と、加熱された樹脂金属複合部材２６を
排出する排出口７６とを備えている。
【０１８１】
　本工程では、まず、樹脂コード部材加熱装置５９のヒーター７０の温度を上昇させ、ヒ
ーター７０で加熱された周囲の空気をファン７２の回転によって生じる風によって加熱ボ
ックス７４へ送る。次に、リール５８から巻き出した樹脂金属複合部材２６を、熱風で内
部空間が加熱された加熱ボックス７４内へ送り、加熱（例えば、樹脂金属複合部材２６の
温度を１００℃～２５０℃程度に加熱）する。加熱された樹脂金属複合部材２６は、排出
口７６を通り、図３の矢印Ｒ方向に回転するタイヤ骨格体１７のクラウン部１６の外周面
に、一定のテンションをもって螺旋状に巻きつけられる。ここで、加熱された樹脂金属複
合部材２６の被覆樹脂層がクラウン部１６の外周面に接触すると、接触部分の樹脂材料が
溶融又は軟化し、タイヤ骨格体の樹脂と溶融接合してクラウン部１６の外周面に一体化さ
れる。このとき、樹脂コード部材は隣接する樹脂コード部材とも溶融接合される為、隙間
のない状態で巻回される。これにより、樹脂金属複合部材２６を埋設した部分へのエア入
りが抑制される。
【０１８２】
　樹脂金属複合部材２６の埋設深さＬは、樹脂金属複合部材２６の加熱温度、樹脂金属複
合部材２６に作用させるテンション、及び第１のローラ６０による押圧力等によって調整
することができる。ある実施態様では、樹脂金属複合部材２６の埋設深さＬが、樹脂金属
複合部材２６の直径Ｄの１／５以上となるように設定される。
【０１８３】
　次に、樹脂金属複合部材２６が埋設されたタイヤ骨格体１７の外周面に帯状のトレッド
３０を巻き付け、これを加硫缶やモールドに収容して加熱（加硫）する。トレッド３０は
、未加硫ゴムであっても、加硫ゴムであってもよい。
【０１８４】
　そして、タイヤ骨格体１７のビード部１２に、加硫済みのゴムからなるシール層２４を
、接着剤等を用いて接着すれば、タイヤ１０の完成となる。
【０１８５】
　本発明の第一の実施形態に係るタイヤの製造方法では、接合金型を用いてタイヤ骨格体
半体１７Ａの接合部を加熱したが、本発明はこれに限定されず、例えば、別に設けた高周
波加熱機等によって上記接合部を加熱したり、予め熱風や赤外線の照射等によって軟化又
は溶融させ、接合金型によって加圧したりして、タイヤ骨格体半体１７Ａを接合させても
よい。
【０１８６】
　本発明の第一の実施形態に係るタイヤの製造方法では、樹脂コード部材供給装置５６は
、第１のローラ６０及び第２のローラ６４の２つのローラを有しているが、本発明はこれ
に限定されず、何れか一方のローラのみ（即ち、ローラ１個）を有していてもよい。
【０１８７】
　本発明の第一の実施形態に係るタイヤの製造方法では、樹脂金属複合部材２６を加熱し
、加熱した樹脂金属複合部材２６が接触する部分のタイヤ骨格体１７の表面を溶融又は軟
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化させる態様としたが、本発明はこの態様に限定されず、樹脂金属複合部材２６を加熱せ
ずに熱風生成装置を用い、樹脂金属複合部材２６が埋設されるクラウン部１６の外周面を
加熱した後、樹脂金属複合部材２６をクラウン部１６に埋設するようにしてもよい。
　また、本発明の第一の実施形態に係るタイヤの製造方法では、樹脂コード部材加熱装置
５９の熱源をヒーター及びファンとする態様としたが、本発明はこの態様に限定されず、
樹脂金属複合部材２６を輻射熱（例えば、赤外線等）で直接加熱する態様としてもよい。
【０１８８】
　さらに、本発明の第一の実施形態に係るタイヤの製造方法では、樹脂金属複合部材２６
を埋設した熱可塑性の樹脂材料が溶融又は軟化した部分を、金属製の第２のローラ６４で
強制的に冷却する態様としたが、本発明はこの態様に限定されず、熱可塑性の樹脂材料が
溶融又は軟化した部分に冷風を直接吹きかけて、熱可塑性の樹脂材料の溶融又は軟化した
部分を強制的に冷却固化する態様としてもよい。
　樹脂金属複合部材２６は、螺旋巻きすることが製造上は容易であるが、幅方向で樹脂金
属複合部材２６を不連続に配置する方法等も考えられる。
【０１８９】
　本発明の第一の実施形態に係るタイヤの製造方法では、樹脂金属複合部材２６が埋設さ
れたタイヤ骨格体１７の外周面に帯状のトレッド３０を巻き付け、その後に加熱（加硫）
する態様としたが、本発明はこの態様に限定されず、加硫済みの帯状のトレッドをタイヤ
骨格体１７の外周面に接着剤等により接着する態様としてもよい。加硫済みの帯状のトレ
ッドとしては、例えば、更生タイヤに用いられるプレキュアトレッドが挙げられる。
【０１９０】
　本発明の第一の実施形態に係るタイヤ１０は、ビード部１２をリム２０に装着すること
でタイヤ１０とリム２０との間で空気室を形成する、いわゆるチューブレスタイヤである
が、本発明はこの態様に限定されず、完全なチューブ形状であってもよい。
【０１９１】
　以上、実施形態を挙げて本発明を説明したが、これらの実施形態は一例であり、本発明
は、その要旨を逸脱しない範囲内において、種々変更を加えて実施することができる。ま
た、本発明の権利範囲がこれらの実施形態に限定されないことは言うまでもない。
【実施例】
【０１９２】
　以下、実施例により本発明を具体的に説明するが、本発明はこれらの記載に何ら制限を
受けるものではない。なお、特に断りのない限り「部」は質量基準を表す。
【０１９３】
［実施例３］
＜樹脂金属複合部材の作製＞
　上述の第一の実施形態のタイヤの製造方法における樹脂コード部材成形工程に従い、平
均直径φ１．１５ｍｍのマルチフィラメント（φ０．３５ｍｍのモノフィラメント（スチ
ール製、強力：２８０Ｎ、伸度：３％）７本を撚った撚り線）に、加熱溶融した表１に示
す組成の接着層形成用組成物（すなわち、「ＴＰＣ－１」と「ＳＥＢＳ－５」との混合物
）を付着させて接着層となる層を形成した。
【０１９４】
　次いで、接着層となる層の外周に、押出機にて押し出した表１に示す組成の被覆樹脂層
形成用組成物（すなわち、被覆樹脂Ｐ－１）を付着させて被覆し、冷却した。なお、押出
条件は、金属部材の温度を２００℃、被覆樹脂の温度を２４０℃、押出速度を３０ｍ／分
とした。
　以上のようにして、マルチフィラメント（金属部材）の外周が、接着層形成用組成物（
「ＴＰＣ－１」と「ＳＥＢＳ－５」との混合物）で形成された接着層を介して、被覆樹脂
層形成用組成物（被覆樹脂Ｐ－１）で形成された被覆樹脂層で被覆された構造を有する樹
脂金属複合部材を作製した。樹脂金属複合部材における接着層の平均厚み及び被覆樹脂層
の平均厚みを表１に示す。
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【０１９５】
＜樹脂金属複合部材を補強ベルト部材として有するタイヤの作製＞
　上述の第一の実施形態におけるタイヤの製造方法に従って、ポリエステル系熱可塑性エ
ラストマー（東レ・デュポン社製、「ハイトレル５５５７」、融点２０７℃）からなる樹
脂材料で形成されたタイヤ骨格体を作製した。
　続いて、得られた樹脂金属複合部材及びタイヤ骨格体を用い、樹脂金属複合部材がタイ
ヤ骨格体のクラウン部に巻き回して配置され、その上に未加硫のトレッドゴムが配置され
た生タイヤを作製した。樹脂金属複合部材のタイヤ骨格体への配置は、隣り合う樹脂金属
複合部材の金属部材間の平均距離が１０００μｍとなるように行った。タイヤサイズは２
４５／３５　Ｒ１８とした。トレッドゴムの厚みは、１０ｍｍとした。
　作製した生タイヤについて、１７０℃、１８分の条件で加熱（トレッドゴムの加硫）を
行った。
【０１９６】
＜引張弾性率の測定＞
　また、上記タイヤの作製とは別に、上記タイヤの加熱（トレッドゴムの加硫）の条件を
再現した弾性率測定用試料を準備した。
　具体的には、射出成形にて表１に示す組成の被覆樹脂層形成用組成物（すなわち、被覆
樹脂Ｐ－１）で形成した厚さ２ｍｍの板を作製し、ＪＩＳ３のダンベル試験片を打ち抜い
た被覆樹脂層弾性率測定サンプルを用意した。また、同様に、射出成形にて表１に示す組
成の接着層形成用組成物（すなわち、「ＴＰＣ－１」と「ＳＥＢＳ－５」との混合物）で
形成した厚さ２ｍｍの板を作製し、ＪＩＳ３のダンベル試験片を打ち抜いた接着層弾性率
測定サンプルを用意した。
　これらのサンプルに対してタイヤと同様の熱履歴を加えるべく、実施例・比較例に記載
のタイヤと同条件で加硫したタイヤを用いて、加硫中におけるタイヤセンターライン部付
近の樹脂金属複合部材の接着層部温度を測定し、測定により得られた温度条件および、加
硫にかかった時間でサンプルの加熱処理を行い、加熱処理後のサンプルをそれぞれ「被覆
樹脂層弾性率測定用試料」及び「接着層弾性率測定用試料」とした。
　得られた「被覆樹脂層弾性率測定用試料」及び「接着層弾性率測定用試料」を用い、そ
れぞれ被覆樹脂層の引張弾性率及び接着層の引張弾性率を前述の方法により測定した。結
果を表１に示す。
【０１９７】
＜水バリア改善度の測定＞
　上記接着層弾性率測定用試料を用いて、下記測定により水バリア性の改善度（％）を算
出し、下記評価基準に従って評価した。
　具体的には、ＪＩＳ　Ｚ　０２０８：１９７６（防湿包装材料の透湿度試験方法（カッ
プ法）８０℃、９０％ＲＨ）に準拠して透湿度を測定し、後述する比較例１における水バ
リア性測定用試料（以下「基準試料」ともいう）における透湿度からの改善度（％）を算
出した。なお、水バリア性の改善度（％）は、評価対象の試料における透湿度をＡ（ｇ／
ｍ２・２４ｈ）とし、基準試料における透湿度をＢ（ｇ／ｍ２・２４ｈ）としたとき、下
記式で表される。結果を表１に示す。なお、表１中の水バリア改善度におけるＡ～Ｃは下
記基準による評価結果を示し、括弧内の数値は改善度（％）を示す。
　式：改善度（％）＝｛（Ａ－Ｂ）／Ａ｝×１００
（評価基準）
　Ａ：改善度が２５％以上
　Ｂ：改善度が１０％以上２５％未満
　Ｃ：改善度が１０％未満
【０１９８】
＜海島構造の確認＞
　上記接着層弾性率測定用試料を用いて、接着層における海島構造の有無を確認した。
　具体的には、接着層を原子間力顕微鏡（ＡＦＭ）によって観察したところ、「ＴＰＣ－
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１」の硬化物を含有する連続相（海部）と、「ＳＥＢＳ－５」の硬化物を含有する不連続
相（島部）と、を有する海島構造が確認された。
【０１９９】
［実施例６～８、実施例１３、比較例１］
　接着層の形成に用いる接着層形成用組成物の組成（ＴＰＣ－１～ＥＰＴＰＳ－８）、及
び、被覆樹脂層の形成に用いる被覆樹脂層形成用組成物の組成（被覆樹脂Ｐ－１～被覆樹
脂Ｐ－２）を、表１に示すものに変更した以外は、実施例３と同様にしてタイヤを作製し
た。なお、表１中、組成における空欄は、該当する成分を含んでいないことを意味する。
　樹脂金属複合部材における接着層の平均厚み及び被覆樹脂層の平均厚みを表１に示す。
　また、実施例３と同様にして、「被覆樹脂層弾性率測定用試料」及び「接着層弾性率測
定用試料」を作製し、それぞれ被覆樹脂層の引張弾性率及び接着層の引張弾性率を測定し
た。結果を表１に示す。
　また、実施例３と同様にして、「接着層弾性率測定用試料」を用い、水バリア性の改善
度を評価した。結果を表１に示す。
【０２００】
　また、実施例３と同様にして、「接着層弾性率測定用試料」を用い、海島構造の確認を
行った。その結果、実施例６～実施例８、及び実施例１３においては、「ＴＰＣ－１」の
硬化物を含有する連続相（海部）と、「ＳＥＢＳ－３」～「ＥＰＴＰＳ－８」の少なくと
もいずれかを含む組成物の硬化物を含有する不連続相（島部）と、を有する海島構造が確
認された。
【０２０１】
＜金属初期接着性試験＞
　接着層－金属部材間及び被覆樹脂層－接着層間の接着性の指標として、樹脂金属複合部
材の作製直後に金属部材から接着層及び被覆樹脂層を剥離した際の剥離力を測定した。
　具体的には、（株）エー・アンド・デイ製の「ＴＥＮＳＩＲＯＮ　ＲＴＦ－１２１０」
を用いて、室温環境（２５℃）で引張速度１００ｍｍ／ｍｉｎで１８０°剥離試験を行っ
て、剥離力（単位：Ｎ）を測定し、以下の評価基準に従って接着性を評価した。結果を表
１に示す。
（評価基準）
　Ａ：剥離力が１０Ｎ以上である。
　Ｂ：剥離力が５Ｎ以上１０Ｎ未満である。
　Ｃ：剥離力が３Ｎ以上５Ｎ未満である。
　Ｄ：剥離力が３Ｎ未満である。
【０２０４】
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【表１】

【０２０５】
　表中の成分は、次のとおりである。
（被覆樹脂層）
・Ｐ－１：東レ・デュポン社製、ポリエステル系熱可塑性エラストマー、「ハイトレル５
５５７」、融点２０７℃
・Ｐ－２：東レ・デュポン社製、ポリエステル系熱可塑性エラストマー、「ハイトレル６
３４７」、融点２１５℃
【０２０６】
（接着層）
・ＴＰＣ－１：三菱化学社製、無水マレイン酸変性ポリエステル系熱可塑性エラストマー
、「プリマロイ－ＡＰ　ＧＱ７３０」、融点２０４℃、弾性率３００ＭＰａ
【０２０７】
・ＳＥＢＳ－３：旭化成社製、水添スチレン系熱可塑性エラストマー、ポリスチレン－ポ
リ（エチレン－ブチレン）－ポリスチレンブロック共重合体（ＳＥＢＳ）、品名：「タフ
テックＨ１０４１」、スチレン比率：３０質量％、不飽和度：２０％以下
・ＳＥＢＳ－５：旭化成社製、水添スチレン系熱可塑性エラストマー、ポリスチレン－ポ
リ（エチレン－ブチレン）－ポリスチレンブロック共重合体（ＳＥＢＳ）、品名：「タフ
テックＨ１２２１」、スチレン比率：１２質量％、不飽和度：２０％以下
【０２０９】
・ＥＰＴＰＳ－８：株式会社ダイセル製、エポキシ基を有する不飽和スチレン系熱可塑性
エラストマー、ポリスチレン－ポリブタジエン－ポリスチレンブロック共重合体（ＳＢＳ
）のエポキシ化物、品名：「エポフレンド　ＣＴ３１０」、スチレン比率：４０質量％、
エポキシ当量：１８５０～２２５０ｇ／ｅｑ
【０２１６】
　接着層が極性官能基を有するポリエステル系熱可塑性エラストマーを含有する連続相と
スチレン系エラストマーを含有する不連続相とを有し、接着層全体に対する連続相の割合
が６０質量％以上９３質量％以下である樹脂金属複合部材を用いた本実施例では、比較例
に比べ、接着耐久性及び湿熱耐久性の両方に優れる。
【符号の説明】
【０２１７】
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１０　タイヤ、１２　ビード部、１６　クラウン部（外周部）、１７　タイヤ骨格体、１
８　ビードコア、２０　リム、２１　ビードシート、２２　リムフランジ、２４　シール
層、２５　接着層、２６　樹脂金属複合部材、２７　金属部材、２８　被覆樹脂層、３０
　トレッド、Ｄ　金属部材の直径、Ｌ　金属部材の埋設深さ

【図１Ａ】 【図１Ｂ】
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